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Abstract 

This paper gives a general description of a new ship model experiment tank, "Mitaka No. 3 

Ship Model Experiment Tank", built at the Ship Research Institute. The principal dimensions 

of the tank are 150 m x 7.5 m x 3.5 m. 

In this report are given design considerations and general descriptions of the construction of 

the tank, which include the tank itself, the rails, the main carriage, the sub-carriage having the 

wind blower, the trolley wires, the wave absorbers, the wavemaker, the measuring instruments, 

the data processer and the building to house facilities. 

The main features of the tank are as follows: 

1. Towing carriage of box girders convenient to perform various kinds of experiments, not 

only on ship models but also on ocean structures 

2. Strong tank wall and special apparatus, which enable the accurate tests in shallow water 

3. Suh-carriage carrying a small wind blower to perform the tests in waves with wind 

4. Wave maker of plunger type whose vertical position can be varied corresponding to the 

water level 

S. Easy control of the carriage any one can drive 
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1. 緒 言

船舶の人型化，高速化および高性能化の世界的傾向

にともない，船舶改良の必要性が増大し，この目的に

したがって昭和 41年度に三鷹第 2船舶試験水槽1) （通

称 400m水槽）が完成された。この 400m水槽を使

川して，大型船ならびに闊速船の静水中および波浪中

における定量的実験，後続波形の精度よい計測，大型

模型を含めた相似則等，多くの研究に絶大な威力を発

揮しているが，一方，目白支所の施設を日本造船技術

センターに分離するに当って，中小型船の実験，各種

の基礎的研究試験には不便を感じるほか，近年とみに

その必要性を瑶大している制限水路影苦の研究あるい

は，風と波が共存する海面に相当する状態での尖験が

できず，是非とも中型試験水槽を設皿する必要性が茄

感された。このような状況のもとに今回，長さ 150m,

幅 7.5m, 深さ 3.5mの中型汎験水槽が完成されたの

で，その建設の概要について報告する。

年度別工事ならびに船研内の主．担当者を表 1.1に不

す。なお，造波装岡，叶測装低ならびに送風機の特性

表 1.1 年度別工事ならびに船妍内主担当者

年度工事に分 I 船研担冴者

水槽および建屋 田中，横尾（直）

45 
造波装置 北川，岡本

曳 リI 車 上田，横尾（直），足逹

送凧台巾 上川，柚尾（直），村尼
レ／ ］し 門井，小久保

［氾平柏） 卜 ロ リ 悩井，尼股，、Iじ部

側面消波装低 川上，田中

46 込ヽヽ'・ 風 機 村尾，上田，北川

曳引車制御装罹 荒井，尾股，黒部

計測装侃 北川，武井，塩沢，斉藤，小山

註算装置 田中，尾股

3 
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については別の機会に発表の予定である。また，試験

水槽建設の共通的間題については参考文献 1) に記載

されているので省略することにした。

2. 計画の概要

水槽の主要寸法，曳引車の最蒻速度，曳引車の構造

形式等は， 400m水槽で実験を行うにはあまりにも不

便，かつ非能率的な実験，あるいは 400m水槽では実

験不可能な項目をも考慮して計画された。

本水槽は，主として定性的な閲発研究に使用される

が，模型船を自航させる場合には定性的といえども，

4m~5m の長さが必要である。 この模型船について

加速装償としては特殊なものを考えずに曳引車がスタ

ートしてから定速度になるまでの時間，模型船ならび

に計測淵系の応答時間，減速，停止を考えて最少必要

恥さとして 150mに決定した。この長さは 2.5m模型

を使川しての波浪中訊験にとってもぎりぎりの数字と

息われる。

水柏の幅および深さは，ー、「水中での常用模型が 4m

~5 n1, また，波浪中での模型が約 2.5m という芍え

のもとに，側壁影警および浅水影響をほとんど受け

ず，しかも blockageeffectの研究を 400m水槽と本

水槽とを併用して行うに使利なように，幅 7.5m, 深

さ 3.5mと決定した。

曳引車最詞速度は，主としてピッチ比の大きい模型

プロペラの単独試験，また，一般船舶以外の実験，た

とえば AirCushion Vehicleの実験等を考慮し，さら

に減速度を 0.6gにとって， 6m/sが決定された。水

槽の恥さの割に最叶速度が人きく，しかも計測時間を

蛉くとりたいという要求のために，後述するような曳

引車制動方式にはかなりの注意がはらわれた。

また，非常に必要とされながらも，わが国ではあま

り行われなかった浅水中での船舶の推進性能に閃する

研究を本格的に行うためには，水槽水の深さを加減で

き，かつ，浅水中での造波も可能でなければならな

(299) 



4
 

い。水槽側壁および造波機の設社に当っては，これら

の条件を悩足しうるように特別な考慮がなされた。さ

らに船舶等の航海性能を総合的に評価する目的をもっ

て，送風機つき台車をも設償することとした。

本工事は，いずれの項目についても単年度予算にて

実施されたが，以下その概算工事費を列挙すると，

昭和 45年度 概算工事費（酉万円）

水槽および建屈 158 

造波装誼 28 

昭和 46年度

曳引車，送風機つき台卓，

トロリー，側面消波装置

曳引車制御装誼

計測装侃

社算設備

である。

以下に述べる諸設備の設計の根底となる思想は，販

扱いを簡単にして，小人数の研究グループで容易に曳

引車の運転および実験が遂行できるようにすることで

ある。

なお，水槽および建屋の建設工事は，その設計，監

督を建設省関東地方建設局に委任し，その他の工事は

船舶技術研究所が直接にこれに当った。

レール，

136 

37 

40 

3ど

3. 水槽本体および建屋

3.1 まえがき

中型試験水槽は，図ー3.1に配僅を示すように 400m

水槽に並んで建設された。両水槽の間11，府は，各水槽の

側壁の内法で 15.25mであるが，この距離を決定する

には次の考え方を川いた。すなわち，図ー3.2に示すよ

内
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長さ 輻

(m) (m) 

実験準備場 47.ot I 14.0 

水槽場 135.0 11.4 

水 槽 140.0 7.5 

トリミング・タンク 10.0 1. 2 
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うに 400m水槽は G.L.(Ground Line)から 6m堀

削して建設したよう（擁）壁構造の水槽であるため，

中型試験水槽工事に当っては既設水槽の側壁に対する

土圧を損はないように計画する必要がある。このため

に， 1it1j水槽の底盤から引いた 45゚ の仮想の根切線を各

水槽側輻への影薯範囲と考え，これが地中で交泣しな

いような配低を図—3.2 のように定めたものである。

建尻と水槽本体の基礎は切離し，それぞれに G.L.

から約 10m下の砂礫層に達するまで杭を打ってある。

水槽建屋は， 図ー3.3に配低図を示すように， 実験準

備場（北側）と水槽場 (I}j側）とに分けられ，その主

要寸法等を掲げると表3.1のとおりである。

表 3.1 水槽および建屋の上要寸法表

〔危． L〗 深さ 1
閏 (m)

10.3* 

5.2* 

1.3 I 3.9 

1.7 

（＊印は車f似iを示す）

実験準備場は主に吹抜けであるが，北端部の 5mの

部分は 3階建で， 1階は社測器等の調整室， 2階は11)f

究完， 3階は資料室となっている。本水槽は 400m水

槽と異なり研究室は主として水槽の管埋職員および長

期の水槽使用者のために設けられ，比較的限られた面

禎になっている。しかし一方，実験準仙場，調整主等

はこの程度の規模の水槽としてはかなり十分な広さを

：打し，床の仕上げ等に閃しても，ほぼ尖験室並に扱っ

ている。これは，水槽実験の質が多椋化し，，討度なも

のとなるにしたがって，実験もまた精密化し，計測器

等も闘性能化して収，湿度にも注；意をはらう必要があ

るからである。また，本水槽には模型船工場等は付属

せず， 400m水槽付属のエ楊で本水槽川の校型も製作

する。このほか，水槽由端部には造波装低操作至，叶’J

側変霞李および水面掃除用のボンプ奎が設けられてい

る。

3.2 水槽本体

3.2.1 概要

水槽本体は，内法寸法で 140mx 7.5m（幅） X3.9 In 

（深さ）の主要寸法をi翡ち（椋準水イ立は 3.5m)，騒さ

(302) 

10m, 輻 1.2m, 深さ 1.7mのトリミングタンクが付

属している。

水槽天端（頂部）と G.L.の記iさl!］係を検叶すること

は，建設の費用と完成後の作業性を定める上で重要で

あるが，本水槽の場合には，使い易い水槽を目椋とす

る立場と，水槽側壁の温度変化を避ける上から図—3.4

に断面図を示すように，水槽本体の深さの 2/3を G.L.

以下に納めた，このような天端高さを選ぶことによっ

て， 図ー3.4， 図ー3.5に示すように水槽準備場および

水槽両側の通路を極力平担にとりながら，なおトリミ

ングタンクまわりおよび曳引車レールの調整等の作業

性を良好にすることができた。

全般的な配樅は，面端に造波機（プランジャー型），

北端および東西両側に消波装償を設け， トリミングタ

ンクには水密の水門を付けて同タンク l付を独立に排水

11J能とした等，ほぼ 400m水櫓と似た剃四となってい

る。

3.2.2 構 造

400m水槽はわずかの凪しか水位を変えることがで

きないが，本水槽では，浅水水槽としても使用するこ

とがあるために，一時的には乾水状態にも耐えるだけ

の強度をもたせるように一般の水槽よりも堅牢に設計

した。本水槽の大部分の断面は， 図—3.4 に示すよう

に，底盤が厚さ 0.6m, 側壁は基部で 0.6m， 頂部で

0.4mの原みをもっている。しかし，水槽面端から

9mの間の側壁は，造波装僅の基礎と非常制動装償お

よび＂l動側面消波装低の基礎を兼ねているために，特

に補強して 0.7mの一様な厚みを持たせてある。

本水槽には伸縮継手がなく，底盤と側壁下端部のコ

ンクリート打継部に止水板（載さ 150mm,厚さ 4.5

mmの鋼板）が設けてあるだけで，構造としては一体

型である。この糸い果，泌水時と乾水時の水槽幅の変動

は，水槽周囲の埋もどし前に実施された過満水テスト

（写真ー3.1参照）で約 5mmであったが，完成後は

1mm以下となり所期のH的を逹した。工事後の側竪

変位の減少については，滑動側壁を持つ船型試験水槽

にltlして人津留2)等の研究があり，傾向としては一致

している。このほか，口文叶者の関東地方建設）心により

カールソン型歪註，鉄筋応力計等が約 20箇所の底紐，

側壁内に取付けられ，約 2年間の観測が続けられた

が，特に目立った応力を示したものはない。コンクリ

ートはすべて水密性のものとし （水セメント比 50%

以下，混和剤として AE減水剤使用），特に側壁には，

コンクリート膨板剤テ｀ンカ CSAをセメント 11%IJ、J
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写真ー3.1 埋戻前の注水試験

（造波機側より見る）

割で混合し，無収縮性を持たせた。これらを上記計測

の結果から見ると，側壁コンクリートの歪は約4X 10-4 

の膨張率を示し，多少収縮のあった底盤コソクリート

に比べても一応の旅加剤の効果が見られた。

3.2.3 内壁の仕上げ

水槽内壁の仕上げ精度について適度な指定基準を設

けることは，水槽建設では建設費用と関連して困難な

間題の一つであるが，特に本水槽は浅水水槽としても

使用されるため底盤の仕上げ精度が重親された。底槃

はモルタル仕上げとし，側壁はコンクリート型枠の支

持精度を厳密に保ちその表面をグラインダ仕上げとし

たが，、月初の工事仕様に定めた「側壁の waviness の

振幅は， 10m以下の波長のものについては 5mm以

下とする」という目標に逹していることがわかった。

水槽建竪工事完成後に実施した水槽内陸の仕上精度

の検査結果を底盤および側壁について示すと，図—3.6

および 3.7のようになる。図ー3.6の底盤仕上精度は，

水槽の中心線上と中心線から東西に各 2.5mの距離の

平行線（側壁より各 1.25m)上で叶測された。計測方

怯は水槽に約 120mmの水位に水をはり，水面と底盤

までの深さを計ったもので， 120mm より深いものに

―
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負号， 浅いものに正号を付けてある。図ー3.7の側壁

の仕上精度は，水槽完工時の水の無い状態で内壁の頂

部を基準にして，底盤より 1.4m,2.4mおよび 3.4m

の高さの出入りを計測したもので，基準より内側にあ

る場合に負号，外側にある場合に正号を付けてある。

なお，上記の計測のほかに，水槽側壁の直線度，ェ

事期間中における水槽幅の変化の連続記録（この計澗

は，海洋開発工学部の大津留技官により実施された），

水槽長さ等が工事の各段階で計測比較されている。

3.2.4 給排水設備

3.5m の基準水1立をとると水槽水は 3,570面ある

が，浅水水槽として使用するために，水オ曹設備の内で

も給排水の能力が重視された。完成後の実績による

と，給水能力は約 6cm／時，排水能力は自然排水を併

川すれば 20cm/ntJ:となっており，フロートレス・ス

イッチによる自動給排水装置を備えている。水槽水は

400m水槽と共用の井戸水で， 図—3.8 の解説図に示

すように， 400m水槽の観測室内で管系を分岐し，中

型試験水槽準備場西側の中間貯水槽までいったん送

水し，貯水椿から中型試験水槽への給水は，木水槽の給

水ポ‘／プによる方式となっている。 400m水槽川の行

跨との分岐は，モーターバルブにより池屈操作で行わ

れ，中間貯水槽に設けたフロートレス・スイッチと連

動して自動的に給水することができる。このための送

水ポンプは，既設の 400m水槽給水ポンプを共用して

いるが，容量等を示すと，容鼠 100m3/時，楊程 10m,

管径 150mm<j>, 5.5 kWになっている。また中間貯

水槽からの給水ボンの性能は， 容鼠 80m3/時， 楊程

12m, 管径 125mm<j>, 5.5 kWである。

排水の方法は，次の 3種である（図ー3.8参照）。

1) 容塁 100m3/時，楊程 10m, 管径 125mm<j>,

5.5kWの排水ポンプが設備され， 水槽北西端の

フロートレス・スイッチで制御される。

2) 自然排水孔，東側側壁に底盤から約 1.5mの高

(304) 
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図ー3.8 給排水系統図

さに管径 200mm¢ の自然排水孔があり，建屋外

側から操作する。

3) トリミングタンク内の水を排水する場合には，

トリミングタ‘／ク北端に管径 100mm¢ の自然排

水孔がある。

なお，排水設備とは異なるが，水面掃除用の排水ポ‘/

プ（自吸式，容量 30m3/時，椙程 8m，管径 80mm¢,

2.2kW)が水槽南端にあり，造波装置に付属している

水面掃除用トラフに集められた汚水を排水するように

なっている。また， トリミングタンク北端には，オー

ベーフロ用バイプ（管径 100mm<p)があり，トリミン

グタソク内の集塵を兼ね，高さを調節することによっ

て水位調整にも役立つようになっている。

3.2.5 浄化装置

浄化装置としては， ミウラ化学装置（株）製， Al 

フィルター； PA-60-215型を使用した。水の吸込み

は水槽底東側に配置したビニール・パイプにより行い，

吐出孔は，標準水位下 O.lmの西側側壁に 10mビッ

チで設けられている。吸込み用のバイプは浅水実験で

妨げとなるので販外せるように敷設した。本装罹の炉

過能力は 60m町時で，タイマーによる自動運転が可

能である。また本装慨は，水槽水の攪拌にも有効で，

5゚ 程度の上下水温差を一晩の運転でほぼ均ー化する

ことができる。なお本装置では，中間貯水槽からの水

を直接フィルターで炉過して水槽に給水することもで

苫るようになっている。

3.3 水槽建屋

水槽建屋は，実験準備場と水槽場に分けられる。水

槽場は，鉄骨構造で壁面および屋根材には ALC板

（軽量コンクリート板）を使用し，実験準備場は鉄骨

構造で外装には亜鉛カラー鉄板を用いて 400m水槽と

調和を保つように考えた。

水槽場には水槽本体のほかに，水槽中央東側に約

35面の中間室および 2箇所に暖房，通風のための概

械室を設けた。中間室は，最近の実験では水槽の中間

で種々の観澗および波高の計測を行う実験が多いが，

このために水槽通路全域を広くとることの不経済をさ

けるために設けられたもので，計測器の搬入，霊源等

の便がある。水槽通路は，東側の主通路が幅約 1.3m,

西側が幅約 0.9mとなっている。

写真-3.2 実験準備場

(305) 
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実験準備場（写真ー3.2) には天井走行の 5tonクレ

ーンを設備したが，このクレーンは実験準備場全体の

ほか主水槽の北端から llmのところまで延長してあ

る。これは，近年模型の種類が多様化しているので，

1.2m幅のトリミングタンクでは実験準備のできない

供試体（海洋構造物等）のために用意されたものであ

る。また，水槽南端には造波装置調整等のために 3ton 

のモノレール・ホイストを設置した。

特記すべき事項について述べると，水槽場の採光の

一部は，通路壁の下部に 6m間隔ではめ込みになって

いるガラスプロックによっている。本来船型試験水槽

では，水槽水に微生物が繁殖するのを防ぐために，水

面に直射光がささず，照度も 200lux以下とする方が

良いと報告されている。また別に，写真撮影等のため

にも人工照明に頼る方がよく， 400m水槽では完全に

外光を遮断した建屋の設計とした。しかし，このため

作業環境を悪くする難点があり，本水槽の建屋の採光

の設計は両者を満足するよう意図した。すなわち，足

もとに光を入れることによって，通路作業の安全と良

好な環境を保ち，水槽側壁によって水面へ光の直射を

防ぎ，目標として基準水面で約 100luxの照度を得る

ょうに考えた。

また実験準備場の床の仕上げについては，先にも述

べたように従来のモルタル仕上げを改め，ビニール系

緑色の塗床とした。これによってモルタル等の粉状の

埃の発生を絶ち，計測器の保守に役立たせると同時に，

実験準備場の作業環境を工場に近い性格のものから，

実験室に近いものに改め，細い神経を必要とする今後

の作業に適合するようにした。

本水槽に必要な電力は 400m水槽の動力室より分岐

し，実験準備場建屋西側の屋外受変電キュービクルで

受電している。このキュービクルに設置した機器は，

3.3 kV 3相 50Hz, 500 kV A受電設備， 3.3kV/415 V 

3相 400kVAトランス（曳引車，造波装置用）， 3.3kV/

210V 3相 75kVAトランス（一般動力用）， 3.3kV/ 

105V単相 3線式 30kVAトランス（一般照明等）お

よび低圧盤ー式である。

本項の最後に暖房および通風について付記しておく

と，水槽建屋の設計で，湿気の多い水槽内の暖房，通

風は困難な問題の一つであるが本水槽は壁および屋根

材に断熱効果のよいものを使用しているので当面下記

の設備で満足している。すなわち実験準備場に 1台，

水槽場の機械室（図ー3.3参照） 2箇所に各 1台の換気

装置を兼ねた熱風炉を設け，水槽場内は東側通路上の

(306) 

ダクトで送風している。容量は，実験準備場のものが

100,000 Kcal/H,水槽場のものが 1台当り 75,000Kcal/ 

Hで， A重油を使用している。貯油槽は，南側機械室

の北側地下にあるが， 1,900/の貯油量がいくぶん小さ

すぎた感がある。

4. 曳引車走行用レール等

4.1 まえがき

本水槽において使用する曳引車走行用レールに関し

ては 400m水槽建設時の経験を生かし，レールの加工，

継目の接続，溶接手順等は，その際に使用した方法を

ほとんどそのまま採用したが，一部変更，改良した部

分もある。すなわち 400m水槽と比較して，

1) レールの高低，蛇行の調整代を大きくした。

2) 1)に関連しチェアの構造を若干変えた。

3) レール接続部の継目板とレールの接触面の機械

加工法を変更し，継目板の形状を変えた。

4) 曳引車の強制々動は，専用のブレーキレールを

設けず，レール頭部側面を利用して行うこととし

た。

曳引車走行用レール等配置図を図ー4.1に示す。

4.2 レールの機械加工

レールとしては JNR50 T レールを採用し，これ

を加工して所要の形状に仕上げた。レール形状図を図

-4.2に示す。機械加工としては， 1本の長さを約 6m

に切断したレール頭部の上面と両側面および底部の下

面と両側面を切削加工した後研磨し，その後両端の加

工精度の悪い部分を切り落し， 1本 5.598m （チェア

間隔の整数倍）の長さのレールとした。レールの機械

加工はレールが現場で敷設された場合と同じ状態にし

て行われた。すなわち，工作機械のテープル上に所定

の間隔に支持具を設置し，その上にレールを敷設し，

高低，蛇行の調整を行った後レールを固定して機械加

工を行った。

加工後のレールの真直度の検査は，上記の状態を保

って，オートコリメータにより行われた。レールの

加工精度については頭部の上面および側面の真直度は

土2/lOOmm, 表面粗度は 6S以上，頭部の下面および

側面の表面粗度は 25Sとした。

なお，レール頭部の硬度は，素材で Hs=40~42(HB 

=269~285)，加工後で Hs=43(HB=290)であった。

4.3 レールの接続方法

レールの接続する手順としては，レールの脚部両側

面に断目板を当て，コッターおよびボルトにより締め
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図ー4.3 レール接続部

つけ，その後にレールと断目板を溶接して一体とし，

レール底面にも継目板を溶接し補強した。なお，現場

におけるレールの接続作業を容易にするため，レール

と継目板の両者とも，その接触面に機械加工を施こし

た。すなわち，工場において 1組のレールをその突き

合わせ面で上下，左右の食い違いのないように冶具に

より固定し，レールの継目板の接触する部分に継目板

の形状と同じ浅い溝を設け，この溝に継目板をはめこ

んで締めつけることにより接続部に食い違いが生じな

いようにし，この 1組のレールと継目板に合いマーク

を打ち，現場においてレールを接続する場合には，こ

の組合わせを再現することはよりレール敷設作業の能

率向上をはかった。レールの接続部の詳細を図ー4.3

に示す。

レールと継目板を溶接する際の熱応力による歪の影

聾を考察して， 1組のレールの接続部で片側のレール

の突き合わせ面の下部（頭部を除き脚部および底部に

わたり）に 5/100mmのぬすみをとり接続部にギャッ

プを作り，継目板をコッターおよびボルトで締めつけ

ることによりレール頭部にわずかに上向きの変形を与

ぇ，この状態で溶接することにより溶接後に接続部上

面に水平よりさらに下向きの歪を生じないようにし，

溶接完了後，グラインダー仕上げおよびきさげ仕上げ

により，わずかに残った上面の歪を落し，真直とし

た。

また，接続部の強度をその他の一般部分と比較する

目的で，レール敷設完了後に曳引車を除行させてレー

4.4 チェア

試験水槽本体の建設時に，水槽両側壁の天端に幅

550mm, 深さ 80mmの切欠きをレール敷設のために

予め準備しておいたが，この切欠きに予めうめこまれ

ている 2列の山型鋼に 4本のアンカーボルトを溶接

し，このアンカーボルトでチェアを支持した。敷設初

期のチュア自身の高低，傾きおよび蛇行の調整はアソ

カーボルトによって行われ，その後，切欠きを無収縮

性モルタルにより充填してチェアを固定した。チェア

の構造を図—4.4 に示す。レールの高低，傾きの調整

は， 1/6の勾配をもつ左右一対のくさびで行われ，蛇行

の調整は左右の押しボルトで行う方式とした。また，

くさびが 1/6と比較的大きな勾配をもっため，曳引車

走行時等の振動でゆるむ恐れがあるため，押しボルト

によりとめてある。高低の調整代は基準高さより上下

に各 5mm, 蛇行の調整代は某準中心より左右に各 15

mmである。曳引車の振動の問題と関連してチェアの

設置間隔を 933mmとした。

4.5 レールの敷設

レールの敷設精度を表—4.1 に示す。

表—4.1 レール敷設精度

1高低 I應＇も行＼傾 き

I 
東 側 土1mm

西側士2/lOmm 土1mm/1,000mm 
（某準 士1/10mm ’ 
レール）

ルの撓みをダイアルゲージで計測したが，チェアに支 レールの敷設精度の計測は，レール上面の高低に関

持されたレールの中央での撓みは一般部分で約 0.20 しては，レール上面と水準溝の基準水面との間の距離

mm, 継目部で 0.16mmであり，したがって，継目部 を触針型デップスマイクロメータにより計測し，側

でも一般部分と同等以上の強度を有することを確認し 面の蛇行に関しては，水槽長さ 150mにわたり線径

た。 0.5mmのピアノ線を張りレール側との距離をインサ

(308) 
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図ー4.4 チェ アの構造

イドマイクロメータにより計測し，また，レールの傾

きに関してはレール上面に長手方向に垂直に精密水準

器 (0.1mm/1mm)を置いて計測した。

4.6 水準溝

レールの外側に高低計測用甚準水面をつくる水準溝

を敷設した。

水準溝は幅 100mm, 高さ 50mm, 長さ 9.8mの

みぞ型鋼を溶接して縦方向に接続して作られた。東西

両水準溝は北端において連通管により接続し東西両水

面が同一高さになるようにしてある。

4.7 ストッパー

東西両レールの北端に曳引車暴走停止用のストッバ

ーを設置した。ストッバーは，空気ー油圧式のもので

曳引車が初速 0.5m/sで衝突した場合 0.25mの距離

で停止する容量を有する。曳引車を衝突させて減速度

を計測した結果，曳引車速度が 0.5m/sの時の減速度

は最大約 0.17gであった。

5. 曳 弓l車

5.1 計画の概要

中水槽の曳引車を計画するに当って，つぎのような

要望が出された。まず，推進性能部内からの要望はシ

ンプルで軽牢な骨組とし，しかも通常の実験，簡単な

基礎的実験などには準備および実験に当って，あまり

人手を必要としないようにエ夫すること，保安装償は

万全を期し，万一，運転操作にミスがあっても曳引車

(309) 
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は自動装置で安全に停止でき，損

傷などを受けないようにするこ

と，すなわち，水槽専任者でなく

ても実験者が安心感をもって容易

に実験ができること，また，計測床

の配置，照明効果，騒音減少，夏期

冷房などに配慮して実験環境の向

上を計ること，曳引車に常備する

機器，艤装品などは必要最少限度

にとどめ，曳引車の通常の状態を

極カシンプルかつクリヤーにする

こと，高性能の検出器も出現しつ

つあるので極力振動を軽減するこ

と，さらに，浅水時の実験を可能

にすることなどであった。機関開

発部からは，風浪中の A.C.V.(Air 

Cushion Vehicle) に関する謡試

験ができるように計画されたいと

の申し出があった。風浪中の実験

という意味では，推進性能部は計

画当初から風浪中の船舶の諸性能

に閃する実験を可能にするように

考えていたし，運動性能部からも

同様の主旨の中し出があった。ま

た，海洋開発工学部，運動性能部

からは海洋開発構造物に関する謡

試験ができるような曳引車の構造

配罹にされたいとの要望が出され

た。

以上の事柄のほかに，定速度走

行性能を高度に保持し，保守個所を少なくし，その作

業は簡単にできるようにすることなどを意図した。短

い日数で上述の内容をすべて満足させるような基本設

計と仕様固めを行うことは至難の業であり，予算枠内

でできるだけ要望の実現を計ること，製作日数を見込

んだ発注期限内に仕様固めを行うこと，この 2つの作

業を行うだけで当初は精一杯であった。したがって，

構造方式，重屎，材質などについての比較検討，外力，

強度などに対する初期設計計算，常備機器，艤装品に

対する工夫などについては前もって十分な方策を講じ

ていたとはいい難い。

A-A'音P松大図
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図—5.1 曳引車の主桁構成および一般配慨

完成した曳引車の一般配慨を図ー5.1,全景の写真を

写真—5.1 に示す。

(310) 

写真ー5.1 曳引車の全景

5.2 構造方式

計画概要でのべたような特殊実験すなわち，①浅水

時の抵抗・推進性能成験，②風浪中の船舶性能に閃す



る試験，③風浪中の A.C.V.に関する試験，④海洋開

発用構造物に関する諸試験等を可能にするためには，

曳引車の主構造方式として， 400m水槽の曳引車のよ

うな金属パイプによる背高な立体トラス桁方式や，ぁ

るいは，東京大学の船型試験水槽曳引車，（財）日本造

船技術セソターの第 2水槽曳引車のような型鋼ないし

は型管によるトラス桁方式を採用しても初期以後の細

部設計段階でいろいろな困難に遭遇することが予期

されたので，これらの困難を避け， しかも短日数で設

計，製作が可能であるボックスガーダを主構造方式に

採用することにした。ボックスガーダを構成する材料

は SS-41の鋼板を全面的に使用することにした。

構造方式にはそれぞれ長所・短所がある。しかも短

所といっても設計者の努力によって必ずしも短所とな

らない事柄もある。ポックスガーダによる曳引中につ

いて，一般的に考えられている長所と短所を参杓まで

にぷせばつぎのようである。短所としては， ①重鼠

が人きくなり，このために大きな勁）］を要したり，外

乱が大きくなったりする傾向にある。②レール撓みや

駆動部などから発生する振動が計測部に伝わりやす

い。③溶接組立てを行った場合は精度の経年劣化をき

たしやすい。④曳引車の走行による風圧によって水面

に波のたつおそれがある。⑤床面が同一平面に納めに

くい。⑥床照明が効果的にできない等があげられる。

長所としては，①強度計算が容易。②固有振動数の初

期推定が可能。③構造をシンプルにすることができ

る。④曳引車上をかなりクリヤーとすることが可能。

⑤実験の多様性に対処しやすい。⑥閏部強度がとりや

すい。⑦工作が容易であり現場エ期の短縮が計れるな

どであろう。

5.3 主桁と主要寸法等

主構造方式としてプレートによるボックスガーダを

採用したことは前述のとおりである。曳引車を構成す

る主桁としては水槽幅をまたぐいわば橋桁としての前

横桁，後横桁，これら前後横桁の両端を結ぶ東縦桁，

西縦桁の計 4本であり，これらの主桁によって大部分

の耐荷重（垂直，水平など）強度，機器設置面積など

をまかなうことにした。これら 4本の主桁の断面形状

はいずれも箱型である。

曳引車の主要寸法等は大体つぎのようにして決め

た。曳引車の長さについては，常用模型船の長さを基

礎として考えた。 2章で述べられているように通常の

試験においては長さ 5m程度の模型船が使用されると

すれば模型船の販付部の長さは 6m必要であり，さら

15 

に，曳引車の前後を構成する 2本の横桁の幅をこれに

加えたものが曳引車の長さとなる。桁幅は後述の条件・

から 1.300mとしたので結局曳引車長さは 8.600mと

なった。主桁下面と基準水面との間隔は，仇試物体の

浮上高さを想定して 0.700mとしたが，この寸法はつ

ぎのような事柄に関係しているので重要である。すな

わち，曳引車桁下面とトリミソグタ‘ノク天端との間隙，

実験準備場の床から曳引車桁下面までの高さなどが小

さくなると実験準備作業が困難となる。さらにこれは

計測機器の設計にも関係する寸法である。曳引車の幅

は走行用レールの敷設間隔によっておのずから決まる

寸法であり，レール間隔 7.940mに対して曳引車の幅

は， 8.800m となった。前後横桁の桁高さ（中央部）

は桁の垂直撓み剛性（目標は完成時の曳引車中央部に

1.3 tonを塔載したとき横桁中央部における荷重挽み

が， 0.5m/m以内となること）や，駆動部を桁内に完

全に収納することなどから 0.800mとした。同じく桁

幅は制動時の水平曲げ剛性，駆動部収納の関係，ホイ

ルベースをできるだけ最良に近づけるなどの要因を勘

案して， 1.300m とした。東西縦桁の寸法は，主桁の

上面をそろえること，レール上面の高さとのI関係，制

動時の水平荷重に耐えること，桁上面に機器の据付面

積をとること， r]i［後横桁との結合を強固にすることな

どの要因を考慮して決定した。

4本の主桁に囲まれた部分は計測区域をなすもので

あり，この区域の説Iリ］については後述する。

主桁の製作は，それぞれ個々に溶接組立てが行われ

たが，残留）、心力による経年変化を防止するために，紐

立て後十分な焼鈍処理が施された。総合糾立てにおけ

る主桁相互の鮎合は経年変化を避ける邸味で溶接を行

わず面衝合わせによるリーマボルト締めによった。主

要寸法等を表—5.1 に，主桁の構成等を図ー5.1 に示す。

表-5.1 曳引車の主要寸法等

構造部

長 さ（横主桁の外面間恥） 8.600m 

幅 （縦主桁の外面間隔） 8.800m 

桁高さ（横主桁の中央部） 0.800m 

縦主桁の幅 1.400m 

横主桁の幅 1.300m 

基準水面から主桁下面までの高さ 0.700m 

実験準仙場床から主桁下面までの高さ

曳引車速度（箪独時）

曳引車常仙重鼠

1.400m 

0.100~ 5. 999 m/s 

23.6 ton 

(311) 
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5.4 加減速度と走行速度

最大加速度は，車輪をスリップさせない条件から，

レールと車輪との間のすべり摩擦係数で決定されるが

水槽内では常時湿度が高いのでかなりの wetcondition 

を想定して 0.08g(gは重力の加速度）とした。減速

度の最大値を決めるにあたっては，曳引車については

損傷，破壊等のないこと，実験員に対しては被害のな

いこと等を目安として最大減速度を 0.7g（曳引車に送

風台車を連結して 5m/sで走ったとき 0.7g, 曳引車

単独走行では 6m/s で同じく 0.6g· …••いずれも後述

する）とした。最大減速度に関して上に述べたことは

あくまでも非常制動力についてであり，通常の使用時

は計測機器，供試物体の両方に損傷を与えないように

通常使用時最大減速度を 0.23gと決定した。加減速度

を決め，有効走行距離（水槽長さから非常制動距離，

曳引車長さなどを差引いた距離）を仮定すれば走行速

度とその時の計測時間の関係が求められる。最高速時

といえども最低約 10秒程度の計澗時間が必要である

という考え方から最高速度を 6m/sとした。

5.5 駆動部

5.5.1 概 要

本曳引車は中型であるため， 400m水槽の曳引車に

おけるような 1駆動部あたり 2車輪からなるボギ一方

式（車輪荷重を軽滅させるためと，レール撓みから発

生する起振外力を減少させるため）を本曳引車に採用

するとすれば，駆動部の収納が非常に窮屈になるの

で，単車輪の駆動部を 4隅に配置することとした。初

期計画では常備全重量 (w) を 20ton と考え 1車輪

当りの荷重を 5ton としたが，表—5.1 と試験結果の項

に示すように完成時重量は 23.6tonとなったので 18%

アップとなった。レール幅は 400m水槽も中水槽も同

じであるので，両曳引車 (400m水槽：重量約 52.3ton 

8車輪，車輪直径約 955mm</>,中水槽：重量 23.6ton, 

4車輪，車輪直径 800mm</>) における車輪に対する負

荷条件（踏面応力，ヘルツ応力等）は殆んど同一とな

った。 4車輪に対する雑荷屯差が W/4x10%以1J、」と

なるように塔祇機盛の配置を工夫した。

駆動部の構成としては，糾込み，分解，調整などの

作業が容易であるように十分考慮した結果，東大船型

試験水槽曳引台車3) と殆んど同じ方式が採用され最終

的には，図ー5.2, 表ー5.2, 写真ー5.2に示すような駆

動部となった。レールチニアピッチ le, 東西レール

のチェア相互の位置関係（チェアシフトと名付け

る），曳引車前後の車輪間1漏 lw（ホイルベース）と L/

(312) 

ールチェアビッチとの[il係の 3つの要索は，レール

の撓みによって発生する振動外力に直接関係する。曳

引車は比較的複雑な構造をもった弾性体であるため

に，その中央計測部の振動を最小にするには上記要索

の内容を如何に選択すればよいか，簡単には答が導き

出せない。横桁の中央部で振動変位を零とするように

チェアシフトに関しては横桁を仮に剛体と考え，
1 

チェアシフトを一 c
2 
l として，横桁両端に作用する

表ー5.2 駆動部の主要目

4輪駆動

ホイルベース 7.200m 

800 +0.025 車輪 直径
―-0 

mm 

踏面輻 80 
+0.02 
-0.05 

mm 

材質 シリコンマンガン鋼 SSW-QI

表面硬度 Hs 50~53 

動的釣合い良さ JIS 1級

出車 ギャー Iピニオン

歯形 ハスバ（並歯）

モジュール 2 （歯直角）

ネジレ角 10° 

減速比 6.68 

精度 JIS 1級

軸中心距離 351.337mm 

歯数 301 45 

ピッチ円径 611.286mm 91.388 mm 

材質 SCM 2 SCM 3 

回転数 143 rpm 958 rpm 

モータ 30 kW 30 sec定格， 958 rpm 4台

写真ー5・2 駆動部
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図ー5.2

振動の位相を冗だけずらしたが，これは横桁の自然

振動の甚本数と振動外力との共振を避ける意味では安

仝サイドではないかと名えた。ホイルベースとチェア

ピッチとの閃係を lw=lc•m で表すと，この m につ
1 

いてもチェアシフトの場合と同様に m=n+--;;-(n: 
2 

正の整数）とすることを考えたが，計測区域の長さな

らびに駆動部と横桁端部との取合わせの都合上最終的

には， lw=:=lc(7+0.717)=7,200 mmと決定した。チェ

アピッチ lcは，文献 4)を参考にするとともに，市

販レールを経済的長さに切断すること，加上機械（切

駆

¥X‘ヤー--

動 部

削， 1リf)店）の容量をも考え合わせて 933mmとした。

5.5・2 構成

駆動部の土な構成要素はモータ，減速機，中間軸，

車輪，調整機構を含む車輪軸受け部からなっている。

以下参考となる事柄を取り出して説町を加える。

車輪： 400m水槽曳引車用の車輪は特別製作であっ

たが，今回は鉄道車輪メーカから鼠産規格の鍛鋼車輪

を購入し焼入切削加工を行った。その結果，非常に良

質でしかも安価であった。なお，車輪は静的，動的バ

ランスが十分とられた。

(313) 



18 

減速機：モータを軽量にし，バックラッシュを少な

くするために減速比が 6.68 (301 : 45)の 1段減速とし

た。曳引車速度が 6m/sのときモータの回転数は 958

rpmである。減速歯車は油密室に納められている。

中間軸と軸継手：中間軸の両端はギャー軸と中間軸

にギャーカップリングを用いてそれぞれ結合されてい

る。ギャーカップリングを採用した埋由は結合する両

軸間に多少の芯違い，傾きがあっても円滑に動力伝達

を行い得て，今後，車輪軸の再調整を行う場合にもそ

の個所の調整だけで済むからである。

5.6 制動装置

本水槽では運転の専任者をおかず，実験グループが

自ら運転を行うことをたてまえとしていること，短い

水槽ながらかなりの高速で走る能力を有していること

のため，制動装僅には慎菫な検討を加え，安全確保に

万全を期さねばならない。このような観点から本曳引

車にはつぎのような 3種類の制動装罹を設け，しかも

手動操作によるほか，種々のリレーによる自動作動の

機能をもたせた。

霞気制動装置（以下‘ぷ気制動と呼ぶ） 0.01~0.08 g 

バネ制動装罹（バネ；llll動と呼ぶ） 0~0.15 g 

非常制動装置（非常制動と呼ぶ） 0~0.7 g 

以下これらの制動装罹についての参杓事項を晶す。

5.6.1 電気制動

走行用モータの也力回生制動を利用した制動であっ

て，その原理，機能，利古点等については改めて心す

までもない。制動力の設定は由進，北進の区別なく運

転操作盤の減速度設定器により 0.01g~0.08 gの間で

任意に設定することができ，停止ボタンを押せば設定

減速度が作動する。また曳引屯が，水槽の内北端に設

けられている自動制動区域（後述）に進入すれば本制

動の全力値（約 0.08g)が自動的に作動する。ただし，

最南端の非常制動区域に進入すれば進入と同時に本制

動は自動的に解除される仕組みとなっている。電気制

動は曳引車の運転制仰装履に依存しているので，運転

制仰装置の故l；箪時と停電時には無効となる。制動力は

曳引車が停止すれば自動消滅する。

5.6.2 バネ制動

本制動は 5.6.1の電気制動よりもさらに大きな制動

力を得るためであり，低速走行時の非常用，高速走行時

の通常用として使用されるものである。本制動は曳引

車の走行用レールの頂部両側面を制動シューではさむ

方式で，制動力は圧縮コイルバネで発生させている。

本制動を作用させないためのシューの解放は油圧力に

(314) 

よって行うので，油圧力の低下が制動力の発生となり

安全サイドの制動装置である。制動装置は東西縦桁下

にそれぞれ 4基ずつ計 8基設けられ，東西の 1基が一

対となって 1段の作動をするので本制動は 4段階の制

動力を発生する。すなわち，運転操作盤に設けられた

本制動用レベーを回すことにより図ー5.3に示すよう

な制動力が得られる。
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図—5.3 バネ制動のレバーと制動力の関係

本制動が作動する場合を挙げると次のとおりであ

る。

① 運転操作盤上のレバーを操作したとき

② 曳引車の駆動｝廿霞源がしゃ断したとき（停電時

を合む）

③ 制仰電源切のボタンスイッチを押したとき

④ 3 m/s以上で北進して水槽北端に設けられてい

る自動制動区域内の作動点に進入したとき（この

ときは本制動の全力値および電気制動の全力値

0.15 g+0.08 g が作動する…•••この場合を北端非

常制動と呼ぶ）

⑤ 制動装置の油圧系統上の故II専：などで油圧が異状

に低下したとき。

本制動装置の構造部分を図ー5.4に示す。本図に示

されているように，制動力はバネ押しボルトにより，

シューとレールの間隙は，間隙調整ボルトによってそ

れぞれ調整可能である。また，シューの作動速度は油

圧回路中の流量絞り弁によって加減ができ，衝野的な

作動を防止している。

本制動の開放は制動レバーを戻すことによって自動

的に行われるが，故障時，通電停止時，停電時に本制

動を開放するには油圧系路中に設けられている手動ボ

ンプを使用する。

曳引車の制御電源を投入して後，油圧ボンプを作動

させれば，笛圧ボンベ（窒素ガスが 35kg/cm2で封入
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図-5.4 バネ制動装低の構辿

されている）のIE力が 90kg/c面になるまで油圧ボン

プは onload運転し， 45kg/cm2 まで圧力が低下する

まで（自然低下時間は約 35分）油）f.ボンプは unload

運転となる。笛圧ボンベの入れ込み圧）J' 切離し圧力

に対する油圧ボ‘／プの自動運転はそれぞれの圧力検出

スイッチによって行われる。ただし噌j向きに発進し，

走竹している間は計測を邪隧させないためにたとえ入

れ込み）1：）J以下に下ってもポソプは一切連転しないよ

うになっている。ただし，注意喚起のために 35kg/cm2 

になればベルがなる。制動シューを開放維持させるた

めの油庄シリンダーJ[））は 25kg/cm2としているので

蓄圧ボンベから出る油圧系路には減圧弁が設けられて

いる。油IEシリンダーには庄力検出スイッチが取付け

られており，油圧シリンダー内の圧力が 25kg/cm2以

下になると制動力発生の信号を出し曳引車を停止させ

る。 また， 25kg/cm2より高い状態ではシュー開放の

に号を出す。

モータ，油｝f．ポンプ，｝J：力叶， JJ:）j設定スイッチ，

バルブ類，手動ボンプ等は油圧装羅のユニットとして

まとめられ，これを西縦桁上に，オイルタソクはユニ

ット直下の西縦桁内に，蓄圧ボンベは前横断内にそれ

ぞれ設罷された。油圧ポンプは振動源となるので特殊

防振ゴムを使って取付けられている。また，油圧装似

ユニットは騒音源でもあるので，密閉函に収められて

いる c

5.6.3 非常制動

非常制動装四は， ,;';j速走行時にバネ制動をかけても

停止距離が不足した場合，あるいは制動をかけ忘れた

とき，または制動装飢が何らかの原因によって故l；りし

た場合などに対処する目的で作られた。暴走時の最悪

事態の場合でも曳引嗚実験者にl祁轡を仔えずに安全

に停止させることをねらいとして設直した。しかし一

方，非常制動装趾の占める区域は曳リl車の走行可能距

離を減殺することになり， したがって，短い水槽にお

いてはこの区域をできるだけ短くする必要がある。上

記の事柄を勘案して必要限度一杯と名えられる人きな

減速度とせざるを得なかった。

本制動は，シリンダー内の流体をピストンでおして

シリンダー壁のオリフィスから噴出させるときに発生

する流体抵抗を）心川した方式のものである。

設計はほぼ下品の条件で行われた。

(1) 曳引車単独（直菫 23.6ton)で 6m/sで進人

したとき 0.6gの制動力が得られること。

(2) 曳引車が送風台中（重鼠約 10ton後述）を

連結して 5m/sで進入したとき 0.7gの制動力が得ら

れること。

(3) 進入速度 (v)と制動滅速度（a)との間に大体

次のような関係が成立つような制動力を発生させるこ

と。すなわち （1) の場合 a与0.6g X (v/6)2 

(2) の場合 a==;:0.7gx(v/5)2 

(315) 



20 

(4) 制動装置の作動中は減速度が殆んど一定値と

なり，振動性状を示さないこと。特に，制動の開始時

と，停止時の直前に減速度に極端なビークが現れない

こと。

(5) 

ること。

本制動の特性に関する計算方式の概略については，

文献 1) を参照されたい。

本制動の外形図と写真をそれぞれ図ー5.5と写真ー

5.3に，水槽南端部に設置した配置を図ー5.6に示す。

制動距離はすべての場合に対して約 3mであ

写真ー5.3 非常制動装置

ー

1
1
,
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緩衝流体にはオイルを使用し，ビストンラムのスト

ロークは 3,400mmとした。 1甚の発生する最大制動

力は約 12tonである。

一端停止後の戻し力を許すとすればオイルチャンバ

ー上の空気室のゲートバルブを絞れば制動力の増大を

計ることもできる。非常制動の使用後はピストンラム

を必ず復帰しておかねばならないが，復帰させる場合

は，ゲートバルブを閉じ，ニードルバルブに空気コン

プレッサーを継ぎ，圧縮空気を空気室に送り込めばヒ゜

ストンラムは，容易に復帰させ得る。完全に復帰すれ

ば，確認用の緑色灯（作動準備完了の確認を水槽北端

部の曳引車上から行い得るための指示灯）が自動点灯

する。このようにして復帰・した後にゲートバルブを間

放しておく。

非常制動装磁の設償されている区域は，通常，送風

台屯の収納位置として利用される。

5.6.4 自動制動区域

安全性の確保に万全を期すため，水槽側の所定位置

に遮磁板を，曳引車側には無接触リレーをそれぞれ坂

付け，これらの作用によって制動装置を自動的に作動

させるようにした。手動操作による制動は勿論常時確

保されている。無接触リレーの作用点と制動の作動内

容を図ー5.7に示す。

図—5.7 において①，②点は北進時のみ，③～⑦点

は而進時のみ有効となるように進行方行選択ボタ‘ノと

連動したシーケンスが糾まれている。
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0~3 m/sにおける②，⑤，⑥， 3~6 m/s における

②，③，④の動作選択についても，速度設定器からの

指令によってそれぞれ専用の無接触リレーを作動させ

得る。

①～⑦点の水槽端からの距離を決定した根拠は表ー

5.3に示すとおりである。無接触リレーは，北進時に

表ー5.3 自動制動区域におけるリレーの作動、1,1.、［設

定の根拠

北進時： ②点

曳引車単独

曳引車
＋送風台車

而進時： R点

曳引車単独

曳引車
＋送風台車

附進時： ④点

曳引車単独

曳引車
＋送風台車

速度範囲 減速度

(m/s) (g) 

3 (0~3) 0.08 

6 (3~6) 0.08+0.15=0.23 

3 (0~3) 0.08 X 0.7 =0.056 

5 (3~5) 0.23 X 0.7 =0.161 

速度範囲

(m/s) 

3 (0~3) 

3 (0~3) 

速度範囲

(m/s) 

6 (3~6) 

5 (3~5) 

減速度

(g) 

0.08 

0.08 X 0.7=0.056 

減速度

(g) 

0.08 

0.08 X 0.7=0.56 
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作用するものは曳引車の北側の集電塔に，南進時に作

用するものは南側の集電塔にそれぞれ取付けられてい

るので，表ー5.3にみられるように北進時の曳引車はト

リミングタンク北端から約 10mの地点に，南進時の

曳引車は非常制動装置に達する地点でそれぞれ停止す

る。

①，③，⑤は，曳引車がそれぞれ②，④, Rに到る

前にベルを鳴らすためのリレーである。

⑦は，非常制動に進入する直前に電気制動の回路の

みを遮断するリレーである。これらの自動制動を避け

て自動制動区域に曳引車を進入させる場合は自動制動

リセットボタンスイッチを押して通過すれば無接触リ

レーは作動しない。

低速走行 (0~3m/s)において自動制動のかからない

走行距離は②～⑥間から略曳引車全長を差引いた 102

mである。

5.6.5 制動装置の併用

雷気制動の設定値あるいは雷気制動の一定値（自動

(317) 



22 

制動において使用される）と非常制動との併用はなく

（前述のように，非常制動区域に進入した場合には電

気制動はオフになる）バネ制動とのみ併用されるので

そのときの併用最大制動力は 0.23g である。バネ制

動と非常制動の併用は，曳引車単独で 6m/sの速度の

とき最大制動力は 0.75g, 送風台屯連結では 5m/sの

速度のとき約 0.81g に達することも可能性としてな

いわけではない。換言すれば弟独あるいは連結時にお

ける最詞速度で附進してそのまま非常制動に突入し，

非常制動の最大値の作動中に，さらにベネ制動のレバ

ーを一杯までまわすか，あるいはこの間にバネ制動の

全力値が自動的に作動するような事態 (5.6.2参照）

が発生したときには併用の最大制動力が作動する。し

かし，非常制動に到るまでの各種の事態に対する種々

の対策がすべて無効となったり，あるいはそれまでに

何んらの対処もとらなかったという可能性は極めて少

ない上に，また，上述の併用を行うことの可能性は殆

んど皆無であろうと考えられる。

5.7 計測区域

図ー5.1に示されているように 4本の主桁によって

囲まれた区域は，いわゆる計測区域として使用される

ところであり，長さ x幅＝6mx6mである。 この区

域は通常の試験の場合は図ー5.1に示す状態で使用さ

れるが，特殊使用に対しては，図ー5.1に示す 2本の計

測桁東西の計測床をとりはずしてこの計測区域を完全

にクリヤーとすることもできる。

5.7.1 常用計測桁

通常使用の状態においては，計測区域の中央部に 2

本の常用計測桁が渡され，この 2本の桁に計測機器類

が販付けられる。本計測桁は断面300mm x 300 mmの

ボックスガーダである。前後横桁の内側に計測桁，計

測床を支持するための長さ 4.5mのレール（計測部支

持レールと名付ける）が設けられているが，このレー

ル上の任意の位置に計測桁を設置することができ，ぃ

ずれの位置においても計測桁上面に取付けられている

計測レール (30mmx30mm長さ約 6m のステンレ

ス製）上面と墓準水面までの距離は 1,037mmに保た

れる。 2本の計測桁を曳引車中心に対して対面におい

たとき，その内面間隔がトリミングタンク幅と同じ

1,200mmとなる位置を計測桁の標準位置としており，

このときの計測レール内面間隔は 1,470mmである。

計測レールの要目を表ー5.4に示す。本水槽における

通常試験用計測機器は，計測桁を標準位置に設置した

ときに取付けられるようになっているが， 400m水槽

(318) 

表ー5.4 計測レールの要目

レールの長さ

レールの内面間隔

レールの上面から基準水面までの距離

5,980mm 

1,470mm 

1,037mm 

用小型 P.O.T.動力計 (P.O.T.：プロペラ単独試験）

を本水槽において使用する場合には東側の計測桁のみ

を 400mm東へ移設することにした。計測桁のこの状

態を仮りに P.0.T.位置と名付けると，計測桁は標準

位置と P.O.T.位置においてのみノックピンで位置：が

固定される。計測桁の椋準位置における寸法関係を図

-5.1中の拡大図および図ー5.10中に示す。計測桁は前

後の両端（図ー5.1 中の C 部）を図—5.8 に示す固沿方

努～
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図ー5.8 常用計測桁の固着方法

法で固着するだけであり，ねじれ，まがりなどの経年

変化をきたすおそれがあったので，計測桁全体に対し

て溶接組立後十分な焼鈍処理が施された。強度条件は

桁 1本の中央に 0.65tonの集中荷重をのせ，この点の

荷重撓みが 1.0mm以内になることを目標とした。計

澗桁の内部には計測用および実験灯用の電源コンセ‘/

トが設置された。

5.7.2 計測床

図ー5.1 中に示されているように， 一対の計測桁の

外側に東計測床，西計測床を設けた。

計測床は計測部支持レール (5.7.1中に記したもの）

にさし渡された溝型鋼によって支持され，この型鋼に

床板をはめ込む構造となっている。溝型鋼と床板の取

りはずしは容易である。一般には西床が計測作業に使

用され，東床は補助的なものと考えており船側波形の

観測を行うときは東床をはずすことになる。床 I：の叶
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浅水実験用計測架台

測員等の移動による振動が計測機器に伝わることを防

止するために東西の計測床はいずれも計測桁とは直接

には接続されてはいない。西床の床板は全体を 5分割

してあり，その中の 1枚は扉式で，上方にもち上げ，た

て掛けられるようになっている。この開口部は実験準

備場床からリフト（テーブルリフター）を使って中量

計測機器を曳引車上に塔載するときに利用される。東

床の長手両端面と計測桁および東縦桁との間には，い

ずれも間隙が設けられている。計測桁側の間隙は実験

準備のときの便利を計ったものであるが，補助床板で

塞くこともできる。一方，東縦桁側の間隙は，カメラ，

写真ランプを吊り上げるためのものである。なお，東

床の裏面には一般照明用ランプのグリップをはさむた

めのパイプが 2条取付けられている。

床板は耐水合板に淡茶色のロソリュームが張られ真

鍮板で縁取りされている。床強度は 200kg/m釘東西

床とも全荷重 1ton/12 m2 に耐えうるものである。さ

らに曳引車の 4本の主桁上面にもすべりどめの意味で

床張りと同じロンリュームが張られている。

5.7.3 浅水実験用計測架台

船舶の推進性能におよぼす浅水影密（浅い海域にお

ける速力試験とか浅い水路を航行する場合）を研究す

るために本計測架台が製作された。本架台の設計に対

する要件としては，（1)最高走行速度 3m/s, (2)最

高加減速度 0.08g, (3)本架台中に設けられる計測桁

の中央に 1.3tonを塔載して，その点の荷重撓みが

3mm以内，（4)長さ X輻 X高さは 7mx2.lmx3.7m

以内，（5)重量を 2ton以内とするなどを目椋とし

た。製作された本架台を図—5.9 および写真ー5.4 に示

す。本架台は，常用計測桁，計測床などを取りはずし

写真ー5.4 浅水実験用計測架合

(319) 
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た後の曳引車中央部にはめ込まれ，計測部支持レール

によって支持される。支持部の金具を 3段階に取りか

えることによって 0.5mの水深までの実験が可能であ

る。

本架台の中には， 5.7.1における常用計測桁と全く

同じ計測桁が，標準位置と同じ状態で取付けられてい

る。

本架台への計測用，電灯用等の電源引込みについて

は何らの用意も施されていない。

本架台の積込み手順を参考までに記すとつぎのとお

りであり， 4人 1日程度の作業量であろう。

① 水槽水を所定の水位までさげ，水槽北端部中央

の可動消波板を水槽底に沈める。② 曳引車からは常

用計測桁，西床全部，東床の補助床板を取りはずし，

曳引車を水槽北端の消波ビーチ上に配岡する。R 本

架台の所定水位位置に支持金具をつけ，クレーンで吊

った後キャスターを取りはずして曳引車に積込む，④

芯合わせを行ってから支持レールと本架台をシャコ万

カで締める。

5.7.4 計測補助桁

400m水槽の曳引車用として数種の計測補助桁が製

作されたが，多種の用途に便利に使用されているので

今回も図ー5.10に示すような計測補助桁が製作され

た。本補助桁は常用計測桁上の計測レールに架設し，

この計測レールを締めつけて強固に固沿するようにな

っている。図中の浅型，深型がそれぞれ 4本ずつ用意

されている。

5.8 一般電源

曳引車で使用される各種電源のうち，特に曳引市駆

動川電源を除くその他のものを一般電源と称した。

A
 

H IOOX IOOxヽ

I --~ 

---—· -- ---- •頑「―---＿、

-::'I 

C---------

I 
， 

⇔ 
嶋，5

デ er 珈

“
-
=
J
 

計灯し •9し上重l

l 

'-
ミ
ヽ

`̀
‘ [

＇

|

I

「 一針＿＿濯J［ビ生 A部詳紺
-- - ~ -- - - ▲ 

--•一：―-三ニニニニーニ

図-5.10 計測補助桁

(320) 



25 

トロリー線には A. C. 415 V 3 <p 

50Hzが給電されているので，これを

バンタグラフによって曳引車の 400V

受配電盤に引込み，さらに 400V/205V 

50kVAと 400V/105 V 15 kV Aの絶

緑トランスを用いて 205V と 105V

の一般電源とした。 A.C.200V と

A.C. lOOV の電路同を図5.11およ

び図—5.12 に示す。

5.8.1 A.C. 200 V 電源

A.C. 200V は主として補助動力用

として使用されるもので，曳引車速度

制御用，模型フ゜ロペラ回転用モータの

制御用，バネ制動の油圧ポンプ用，冷

房機用，映画照明用，作業灯用および

速度制御盤スペースヒータ用である。

5.8.2 A.C. 100 V 電源（一般用）

A.C. 100V は計測床照明灯，朽識
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灯，ストロボライト用電源，実験用電灯（以下略して 赤字で A.C.220 V 15 kV A の標示が何されてい

実験灯），ヒータおよびデジタル計測記録装置に使用さ る。

れる。 実験灯用電源は，東縦桁，東西計測桁の軽目孔内に

5.8.3 A.C. 100 V 定電圧電源（計測機器用） 分散して，計 12ケのコンセ‘ノトに接続されている。

5.8.2にのべた A.C.100V電源の配鼈盤から一回 コソセ‘ノト 1ケ当りの容量は max.15Aであり， コ

路を分岐して，これを定電圧装置 (AVR)に入れた。 ンセントには電灯用の標示が付されている。

計測機器の電源は定電王電源からとることをたてまえ 定電圧の計測用電源は，東西縦桁，東西計測桁内に

とした。定電圧装置は容鼠 3kVA, 入力電圧 100V 分散され計 14ケのコンセ‘ノトに接続されており，コ

士15Vに対して出力電庄は 100V士1V,歪率 3%以 、／セ‘ノト 1ケ当りの容鼠は max.15 A であり， 計測

内の磁気増幅型である。 用の標示が付されている。

5.8.4 受配電盤，電源コンセント配置等 なお，常用計測桁内には前述のとおり実験灯用と計

400Vの受配電盤， 200V,100Vの配電盤は 1つの 測用の電源コンセントが設けられているが，計測桁を

盤にまとめて西縦桁上に設置された。 205V 50kVA, 移動あるいは撤去することがあるので，これらのコン

105 V 15 kVAの各トランス， 100V 3 kVA AVRは， セントには固定配線による給電ができず，したがって，

いずれも西縦桁上に設置された。ただし， AVR は振 曳引車主桁側に設けられた親コ‘ノセ‘／卜に主幹ケーブ

動源となるので防振ゴムを介して設置された。 ルを接続して給電する。

映画照明用電源は，東縦桁の軽目孔を利用して 電源コ‘ノセント類の配置を受配電盤，電気機器等の

取付けたターミナル箱に接続されており，箱には 配置などと合わせて図ー5.13に示す。
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5.9 照明灯等

5.9.1 床照明

ボックスガーダ型曳引車の場合には照明具を取付け

る柱がないために床上（模型船取付部，計測床，主桁

上面）を効果的に照明することはかなり困難であり，

かりに水槽天井灯のみに頼るとすると，照度不足とな

る。このような事情から場所別の必要照度，効果的照

明（高さ，角度，均一照度等）といった面をある程度

艤牲にせざるを得ず，結局，可能な方法でできるだけ

の照明を行うということにした。

曳引車の東側は，東縦桁上の駆動制御盤の頂部に螢

光灯を販付け，西側は防護ネット (5.10参照）のフ

レームに螢光灯を販付けて，それぞれの床照明を施し

た。螢光灯としては，主として 20W並列の防湿，防

振型器具を使用した。

5.9.2 作業灯

作業灯は水槽通路上の作業に対して照明を行うとと

もに，曳引車の走行にともなう 11箪古の有無を監視する

ためのものであり，曳引車酉側前後の集電塔を利用し

て1某ずつ，東側は前後横桁上の東端に専用台を設け

て1某ずつ，計 4某設置した。使用灯は 700Wの高

庄水銀灯であり，器具は容易に販りはずし可能にされ

ている。

5.9.3 ストロポライト

ストロボライトの配岡には，東計測床と東縦桁との

間にある 150mmの間隙が利用された。この間隙にそ

って東縦桁に了真撮影用フレームが設けられている

が，ストロボライトやカメラはこのフレームに補助僻

只を使って固定される。東計測床を敷設している場合

は，床下を通して校型船等を照明し，撮影することに

なる。長い被写体に対して略均一照度になるようにス

トロボライトは上記フレームにそって 6個配置され，

それぞれに付属された受光器が親のフラッシュ光を受

けて同時に発光する方式とした。

5.9.4 標識灯

曳引車東側の前後にそれぞれ 1基ずつ赤色標識灯が

設けられた。この標識灯は曳引車の進行状態を示すも

ので，水槽内のどの位置にあっても赤色点灯を認めれ

ば，曳引車はその位置に近づいていることを示す。遠

ざかっているときや停止しているときは一切点灯しな

l.rヽ
゜

5.9.5 実験灯

実験灯とは模型船等の供試体あるいは，計測機器な

どを照明するための電灯（たとえば， リフレクターラ
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ソフ゜）であり，その取付けは東側床下面に設けられて

いる 2条の金属パイプにクリップではさむことにし

た。実験灯用の電源は， 5.8.4でも述べたように計測

桁の軽目孔を利用して取付けられている電灯用コンセ

ソトからとることになっている。

以上のうち床照明用の螢光灯，作業灯，標識灯の配

償を図ー5.13に示す。

5.10 関連設備，艤装品等

曳引車としての基本的な機能を発揮するための設備

として，集霊塔（西側の前，後に 1集ずつ設けられ

た），ストッパー受け（北端部ストッパーに対するも

の）， 非常制動受け， バッファー受け（送風台車との

緩衝用として非常制動受けに並んで取付けられてい

る），ガイドローラ， 脱線防止金具， 送風台車連結装

置，偏向ダクトの吊金具 (6章参照）が設けられた。

保安設備としては西縦桁上のトロリー線下面に防設ネ

ットが張られた。また，実験に関連したものとして

は， 7真撮影台，流速計販付け台，曳引車の縦中心線

の標示片，実験機器取付け用フレーム，写真撮影用フ

レーム， ドレインタンク，実験番号椋示器，スケール

類が製作ないしは設備された。

そのほか，手摺り，曳引屯昇降合，昇降用の補助足

場と補助ステッフ゜，冷房機， ヒータ，手動油庄式テー

ブルリフターなどが製作ないし購入された。

これらのうち多少参考となる事項について訊圃町を加

える。

5.10.1 実験機器取付け用フレーム

曳引車の前後面すなわち，前横桁の前面と後横桁の

後面の水槽幅方向に長さ約 7mの型鋼が上下に 2条販

付けられた。このフレームには任意に開孔等を行って

もよいことにし，実験の便利を計った。写貞撮影台，

流速計取付け台はこのフレームを利川して曳引叶iに販

付けられている。

5.10.2 手摺り

曳引車上の保安必要な個所に，クロームメッキの施

こされた金属パイプ製の手摺りが取付けられた。手摺

りは約 1.5m位の長さに分割されており，それらの全

部が差込み式となっている。したがって不必要な場合

には，その個所を容易に取りはずすことができる。

5.10.3 曳引車昇降台

建屋，水槽北端部のフロアーレベルなどの工夫次第

で曳引車の昇降をかなり便利にすることも可能である

が，本水槽にはこのような面での特別な工夫は施こさ

れていない。また，曳引車をボックスガーダ型とした

(323) 
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ためもあって，水槽北端部のフロアーから曳引車上面

まで 2.2mとなってしまった。このために，かなり脚

長の昇降台が設けられている。曳引車上面から水槽通

路までの高さは 1.8mであり，水槽の途中で曳引車か

ら通路に降りるときは昇降用の補助足場と補助ステッ

プを使うことにした。

5.10.4 冷房機

実験環境の向上を計るために冷房機を設置した。西

計測床上に前後から冷風を送り込むため，前後横桁上

に1基ずつ計 2基の空冷式冷房機（冷房能力 4500kcal/ 

h,風量 14mりmin)を備えたが，室内，室外ユニット

を 1つの長い堅牢な枠に納めて 1基とし，クレーンに

よって夏季のみ曳引車上に塔載することにした。室外

ュニットから出る熱排気は西側通路に捨てている。計

測床上にスボット的に乾燥冷風を送ることができるの

で，高温多湿の環境にあっても快適な計測作業ができ

るようになった。

5.10.5 スケール類

実験準備，計測作業を便利にするためにつぎの個所

にスケール (1mm目盛の汎用スケール）をはりつけた。

① 常用計測桁の計測vールの近傍

② 浅水実験用架台内の計測レールの近傍

計測器を 2本の計測桁にさし渡して取付ける場合，

計測器の桁材の位置が，両計測桁上のスケールで同一

目盛になるようにすれば桁材は水槽中心線に対して直

角となる。

③ 計測部支持レールの近傍

計測桁を支持レール上において任意位置に移動させ

る場合，前後のスケールの同一目盛にあわせれば，計

測桁を水槽中心線と平行に設置することができる。

④ 東縦桁の外面

この個所のスケールは，東通路上に設定した測定点

と，走行する曳引車（あるいは供試物体）との位置関

係を見出すための目安用である。

5.10.6 ドレインタンク

自航試験時は模型船内へ， P.0.T.時は P.0.T.用

動力計内へ漏水するが，これらの洞水は油を含んでい

るので水槽へ捨てることはできない。したがってこれ

を曳引車上においたポンプで揚水し，一時，曳引車上に

貯水しておくためにドレインタンクを設けた。 ドレイ

ンタンクは給排水栓，水位ゲージのついた容量 0.2m3

の密閉型タンクであり東縦桁内に収納されている。

5.11 塗装

塗装は下地処理，下塗り錆止め，上塗り化粧塗装の

(324) 

順で行われた。下地処理はディスクサ‘ノダー等により

ルーズミルスケール，赤錆び等を落す。下塗り錆止め

は鉄面用の速乾性メタルプライマーを刷毛によって 2

回塗りし， 4時間余りの自然乾燥を行って硬化させた。

上塗り化粧塗装はボデラック 1000級の塗料を刷毛に

よって 2回塗りし，自然放置乾燥とした。塗装色は，

全般的には淡青緑色 (dustyjade green)としたが，非

常制動装置や一部注意個所は黄色とした。

5.12 試験成績

検査としては中間検査と完成時検査とがあるが，完

成時検査の成績に主眼をおいて記述することとし，中

間検査については項目だけを挙げ，参考事項以外は内

容を省略する。

5.12.1 中間検査

材料試験（引張，カタサ，曲げ，衝撃）と化学組成

分析は，車輪，車輪軸，ギャーカップリング，大歯

車，大歯車軸，小歯車，などの部品材料について行わ

れた。

機械加工後の精密寸法計測は，車輪，車輪軸，車輪

軸受け，中間軸，減速車室，大歯車，大歯車軸，小歯

車，小歯車軸などについて行われた。

柑切り精度については，大歯車，小歯車に対して単

ービッチ，隣接ビッチ，累積ピッチについての各誤差

およびマタギ歯厚などが調べられ， JIS1級であるこ

とが確認された。

動的釣合い試験は，車輪，大歯車，小歯車について

行われ，最終的にはいずれも JIS1級の釣合良さとな

った。

車輪の焼入れ硬度は， Hs50~53であった。

駆動部の組立て精度については，工場内組立て時

に，車輪の振れ，大歯車，小歯車の振れ，歯当り，バ

ックラッシュなどについて調らべられたが，バックラ

ッシュは 0.17~0.23mmであった。

駆動部の無負荷運転試験は，回転数は正逆方向につ

いてステップ状に上げ下げしながら異常音の有無，潤

活油のまわり具合，軸受部の温度上昇，振動の有無，

回転数と電流の関係等について調らべられた。

曳引車の横主桁と常用計測桁については桁単体時に

撓み計測が行われた。単体の横桁の中央部に 1.65ton 

を塔載したときの中央部荷重撓みは 1.7mmであった。

同じく常用計測桁については 0.65,0.50, 0.25 tonに

対して 0.98,0.71, 0.35 mmであった。

工場内に設けられた仮設レール上で，曳引車主要部

の仮組みが行われ，主要な寸法と精度のチェック，駆



動部仮運転，制動装骰の動作確認試験などが行われ

た。

以上いずれも成績良好であった。

5.12.2 完成検査

曳引車が完成した時点でならし調整運転を行ってい

る時につぎのような予期せぬトラブルが発生した。主

として曳引車の発進時すなわち速度制仰回路を投入し

たときに曳引市全体が激しい共振を起し， しかも制仰

回路を遮断しない限りは共振が持続してやまないとい

った現象が時折り現れた。共振を起す原因について種

々の推論を行い，これらの推論のもとに各種計測を行

ったが，原因究明の過程のすべてに触れることはここ

では省略する。最終的には制樹l回路の雷流応答固波数

と中間軸の捩り固有板動数が一致したときに共振が起

ることが判明したので，応答周波数を支1硲ない限度に

落とすと同時に，中間軸の捩り剛性を十分に増加させ

ることでこの間題を解決した。

完成検査は非常に多種類にわたって行われたが，こ

こでは，その中の主なもの，また，今後の参考となる

ものについて記述する。

以下の叫述以外の試験についてもその成績はおおむ

ね良好であった。

5.12.2.1 車輪の取付け精度

車輪各個について，鉛直線との平行性，レールとの

平行性が調べられた。この調査時における曳引車の状

態は，レールとガイドローラとのすきまがすべて 0.15

mmに調整された状態である。この状態で個々の車輪

は，レール輻より両側へ 10.0mm 出弧ることになる

（車輪の踏面幅＝レール輻＋20mm)が，実際には 9.83

mm, 10.17 mm（後西部車輪）および 9.21mm, 10.79 

mm （前東部車輪）であった。鉛直線との平行性は，

0.01 mm/800 mmから 0.06mm/800 mmであり，レー

ルとの平行性では 0.00mm/800 mmから 0.02mm/800 

mmの範囲であった。

5.12.2.2 計測部支持レールの取付け精度

由北のレールの内面間1料は (5,870土0.5)mm，両レー

ル上面の水平度は士0.05mm の精度であることを確

忍した。

5.12.2.3 計測レールの取付け精度

常用計測桁を標準位置 (5.7.1参照）に取付けた状

態で計測レールの取付け精度を調べた。東西の計測レ

ールの平行度はレールの内面間隔で（1,470士ふ料） mm

であった。レール上面の水平度については，走行レー

ルからの高さを基準として，東側レールは (336士S：腐）

29 

mm, 西側レールは同じく (336士附腐） mmであった。

東西レールの高低差の最大傾斜は 0.04mm/1470 mm 

であった。

5.12.2.4 重量，重心測定

計澗機器，冷房機，写真撮影台等は塔載せず，曳引

車の常備と考えている状態で重鼠計澗を行った。東西

の計測床は所定の位置に，常用計測桁は標準位置にそ

たぞれ設侃し，手摺りは全部はめ込み， ドレインタン

クは空槽の状態とした。計測方法はロードセルによる

もので，曳引車の 4隅を各個に持ち上げて計測を行っ

た。

前西部 5.7 ton 後西部 5.6 ton 

前東部 6.0 ton 後東部 6.3 ton 

合計 23.6ton最大荷童差 0.6tonであった。

この結果重心位罹は，曳引車中心点より後方へ 31.5

mm, 東側へ 168mmとなり，殆んど曳引車中心と考

えられる。

5.12.2.5 撓み計測

1) 常用計測桁

桁 1本当り中央集中荷重 0.65tonに対して中央の荷

直撓みは 0.8mmであった（目標値は 1.0mm以内）。

2) 横桁の垂直撓み

曳引車の中央部に 1.3ton塔載したときの横桁中央

部における荷重撓みは 0.22mm であった（目標値は

0.5m/m以内）。

3) 横桁の水平撓み

この測定は制動時の荷重を想定して行ったものであ

り，横桁の中央に水平の静荷重をかけ，荷重点の撓み

を計測した。荷重 1,1.5, 5.06 tonに対して撓みはそ

れぞれ 0.08,0.12, 0.41 mmであった。

4) 浅水実験用架台内の計測桁

桁 1本当り中央集中荷重 0.65tonに対して中央の荷

重撓みは 1.4mmであった（目標値は 3.0mm以内）。

5.12.2.6 スリップ試験

レール面をアルコールで拭いた直後の drycondition 

と，レール面を水でぬらした wetconditionの2つの

レール状態においてスリップ試験を行った。結果を表

-5.5に示す。表に見られるように， 通常のレールの

状態では加減速度を 0.08g 位までとってもスリップ

の起らないことが推察される。

5.12.2.7 加速力，電気制動力試験

通常のレール状態において，曳引車単独時の加速

ヵ，電気制動力の試験を行った。結果を図ー5.14に示

す。加減速度設定値を 100%にしたとき加速度は所定

(325) 
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表ー5.5 スリップ試験結果

加減速設定 加減速度測定値 スリップの有無
レールの状態 走行速度

加速 1 減速 加速度 1 減速度 前西車輪 後東車輪

面進 4m/s 100% 100% 0.076 g 0.102 g なし なし

dry ” 6m/s ” ” 0.068 g 0.095 g ” ” 
” ” ” ” 0.076 g 0.102 g ” ” 
99 lm/s 20% I 6.5% 0.026 g 0.023 g ” ” wet 
" 1.5 m/s ”’’ 0.026 g 0.023 g ” ” 

叩 gl __...-A> 1 5 o O A 

0.08 萩ヽ逹度＿ヘ ダ /..--o ~ 400 

i 0.06 
／切速え玉／苫

300 ~ 

200; ゆ
昂

0,04 

N.B.， モ談K対ー定タすの値る定も10柊知0ふ%足ル給1グ1 半

Q02 卜／／’・‘‘ -t10 0 

゜0 20 40 60 80 100,._ 

加吸逹度設定値

図ー5.14 加速力，電気制動力試験の結果

の 0.08gとなっているが，減速度は約 0.1g となっ

た。その理由としては走行抵抗とか風圧抵抗などのた

めである。

5.12.2.8 バネ制動力試験

曳引車単独ではレールの drycondition において，

2, 4, 6 m/s, wet conditionにおいて 4m/sの速度で

制動力試験を行った。制動レバーの作動から曳引車が

停止するまでの時間，距離を計るとともに，加速度計

による計測をも合わせ行った。送風台車（送風機塔載）

を連結した場合の制動力試験はレールの drycondition 

において 1,3, 5 m/s, wet condition において， 3,5 

m/sの速度で行った。制動力が動いている間は必ずし

も等減速力ではないので，時間，距離から等減速度と

仮定して求めた値と，加速度計の記録から平均線を引

いて求めた値の両者の平均値をとって図ー5.15に示

す。平常のレールの状態は，試験時の dryconditionに

近い状態であると想定しても， 3rd,4thのノッチにお

ける制動力は計画値より不足気味である。送風台車を

連結した場合の制動力は曳引車単独時の 70%と推定

していたが， 3rd,4thノッチでは 55~60%となった。

したがって，この試験後 3rd,4th ノッチは対応する

(326) 
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図ー5.15 バネ制動力試験の結果

制動装置において，制動力調整ボルトを加減して制動

カの増加を計った。さらに，制動シューが十分なじん

できたと考えられる現時点では制動力試験時より制動

力はかなり増加しているものと考えてよいであろう。

減速度の記録例を図ー5.16に示す。全般的には良好な

減速度特性を示している。はじめの立上りの遅れは J

ッチ操作の遅れ，衝撃緩和回路による遅れ，シューの

作動不揃い等によるためである。

5.12.2.9 非常制動力試験

曳引車単独では， 0.5~3.0m/sまでの間で 6種の速

度，送風台車を連結した時は 0.5~2.5m/sまでの間で

7種の速度で試験を行った。計測は，突入から停止に

到るまでの時間と距離を社ること，曳引車に設罹した
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図ー5.16 バネ制動の減速度の記録例

加速度計による減速度特性の叫録，非常制動装置の油 距離となった。 3m/sまでの実験データをもとにして，

圧シリソダーの endplateに作用する油圧の記録など 6m/sまでの特性を電算機を使って求めたところ，大

を行った。減速度特性の記録の 1例を図ー5.17に，ピ 体計画通りの値となることがわかった。

ストンストローク中の平均減速度を図ー5.18に示す。 送風台車連結時は，停止直前のピーク値が急上昇し

曳引車単独時においては，作動開始時のピーク値が ていることが目立つ。このピークの値の発生する原因

大きな値を示している。しかし，このピークの持続時 としては，オリフィスの分布や，油の粘性度などに関

間は極めて短いので人間には殆んど感じない。油圧は 係していると思われるが，実験値をもとにした計算結

際立ったビークを示していないので，このビークの発 果では 3m/s以上になれば，ピーク値の曲線の傾斜が

生はピストンヘッドに取付けられた緩衝ゴムによるも やや鈍ってくる傾向となった。停止距離は 1.5m/sか

のと思われる。速度 2m/sからストロークー杯の停止 らストロークー杯となっている。
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5.12.2.10 強制振動試験

曳引卓主桁の組立て完了時に，横主桁の中央位償，

常用計測桁の中央位罹に振動機を設罹して桁の固有振

動数を求める目的で強制振動試験を行った。振動機は

動輪の重錘を重くしたり，取付け位償を変えることに

よって加振力を増したり，振動方向を変えたりするこ

とのできるものである。試験結果としては， 1次の固

有振動数について記すと，横主桁の上下方向と水平方

向がそれぞれ約 15.1Hz,約 16.1Hz,常用計測桁の上

下方向と水平方向がそれぞれ約 13.75Hz,約 13.5Hz 

であった。

5.12.2.11 走行振動試験

振動計測結果を図-5.19に示す。図中の車輪軸受け
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ボックスガーダ式の曳,;1車は走行中の横桁により空

気をせきとめるためにトラス式曳引車よりも水面にお

よぼす影響が大きいと考えられたので，走行中の曳引

車により誘起される波の計測を行った。水槽の長手中

央において，幅の中心位置に容量型波高計（分解能

土0.3mm)を設置し，実験の種類としては水位を 3種

類に変え，曳引車に計測床をつけた場合と完全に取除

いた場合，曳引車の前後に長さ約 6mの整流板を取付

けた状態について波の計測を行った。結果を図ー5.20

怠
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図ー5.19

部で計測したものは大体レール撓みによる振動外力を

示していると思われるが，これは近似計算値の約 1.4

倍である。記録波形には高い振動成分も合まれている

が，基本的な外乱振動数は f= V/lo•(Hz) である。常

用註測桁の中央部においては，車輪軸受け部のものの

約 1.5倍でありその振動数は走行速度に殆んど関係な

く21~23Hz程度であって外乱振動数よりもかなり似i

い。この事実は文献 4) にも示されている。

なお，本試験では，常用計測桁には荷重を一切塔岐

していないので，たとえば抵抗動力計などの重巌物を

塔載したときは，振動加速度はやや大きくなり，個有

振動数は多少減少するものと思われる。

5.12.2.12 走行風圧によって起される波の計測

(328) 

に示すが，図中の波高は波高記録中の最大値である。

甚準水位における低速の場合は，整流板の水面におよ

ぼす効果はかなり大きい。計測床の水面におよぼす影

薯はむしろ好ましい効果となっている。曳引車の通常

の状態は床つき，整流板なしの状態であるから，この

状態でたとえば 2.5m/sで波型解析のための波形計測

を行えば波長約 3m, 波高 1.7mm,周期約 1.6secの

波が混入することになる。整流板を取付ければ，前記

の仮想実験状態で波高は 0.3m/m程度（波高計の分解

能と同程度）になる。曳引車は通常の状態にしてお

き，水位を下げていくと， 2.5 m/sで波高を 0.3m/m 

程度にするためには椙準水位から 50cmも下げなけれ

ばならないことがわかった。図—5.20 を全体的にみる

と，低速の場合は整流板を取付けることと水位を下げ

ることが日程度の効果があり，凶速の場合は整流板の

効果はあまり著しくなく水位を下げた方が良いことが

わかる。以上の事柄を考えると，ボックスガーダの曳

引車を使用して波高計測を行う時には，かなりの注意

が必要である。

5.12.2.13 騒音の計測

実験環境の向上を計るため，設計段階から騒音防止



には極）J留意した。環境騒音の叶測は，曳引車のほぼ

中央においたマイクロホンを水平面で一回転させ，そ

のときの最高値と最低値を出録した。結果を図—5.21

に示す。停止時の騒音はサイリスタ冷却用ファン，バ

ネ制動解除用油圧ボ‘ノプなどから発生しており，走行

時はこれらの外に（ただし，由進中は油I［ボソプは停

止している）， サイリスタ作動音， 集電子の摺動音，

駆動部からの機械音などが加わっている。
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台車上の一般酋じ罹としては， 4本の上桁で囲まれた

区域は送風機の設懺場所とし，台車に付随した這気椴

器は西縦桁上に，水面掃除機は削横行の詢面にそれぞ

れ設置することにした。

台車の主要寸法は，台車を水槽由端に収納したとき

の胤辺条件と，塔載すべき送風機を基準として考え

た。印端収納時の周辺条件とは台車を造波装置の直崩

に収納したとき台車の後面が非常制動装置のピストン

ストロークの最小位侃と一致するか，それより少し引

込んだ位償になるようにすれば，非常制動装羅は，送

風台車と関連なく曳引車に対して有効に作用させ得

る。この観点から台車の長さを 5mにおさえた。台車

が，水槽両側壁上に設けられている非常制動装置の間

曰最品 (8,370mm) を進人して造波装附の直前に引込み得る

•丑伯

O I 2 3'I- 5 6V（叫＇）

図ー5.21 騒音計測結果

5.12.2.14 その他の試験

浅水実験用叶測桁については， i化み壮測，盾脱性確

謁，販付けた状態での走行，制動などの各試験が行わ

れた。また常用計測桁，計測補助桁，註測床などの冶

脱性確品，冷房機の作動確品試験なども行われた。

6. 送風台車

6.1 主桁と主要寸法等

主構造は，曳引卓とhlじくプレートによるボックス

ガーダとし，台車を構成する主桁についても曳引車と

圃じく前横桁，後横桁，東縦桁，西縦桁の 4本である。

上構造の強度はつぎの事柄を目椋とした。

合車の中央に送風機 (5ton) を設置したとき横桁の

中央部における荷重撓みが 5mm以内となること，さ

らに上記の状態で曳引車に連結し，曳引車側で 0.23g

x0.7 の制動力をかけたとき，横桁の中央部における

水平撓みが 10mm を超えないこと，曳引車と連結し

て 5m/sで南進し，非常制動装儀に突入したときの

0.7 gに十分耐えること。

ように合車と非常制動装低とのクリアランスを 65mm

表ー6.1 送）賊台車の主要日等

構造部

長さ（横主桁の外面間隔）

輻（縦主桁の外面間隔）

桁高さ

縦主桁の輻

横主桁の輻

基準水面から土桁下血までの闘さ

駆動部

送風台車速度

箪体自走時

曳引車と連結時

送風台車全体重鼠

送風機完全塔蔽II、『:

5.000m 

8.240m 

0.600m 

0.600m 

0.700m 

0.700m 

ホイルベース 4,300mm 

一輪駆動（自走川）

構成：モータ (200V, 3 ¢, 2.2 kW VSモータ，

速度制御範囲 120~1200 r.p.m.),‘虚磁プレーキ

（ベネ圧単板式ブレーキ），減速機（減速比 1/17,

サイクロ減速機），トルクリミッター（定格トル

ク定鼠 9.0~42.9kg• 111,ゼットトルク 28kg•rn), 
手動クラッチ， 車輪（直径 400111111¢, 踏面輻

80111111, S45C) 

送風機

構成： 37kW,VSモータ，且流ファン，上ダクト

（ディフューザ，コソトラクションノズル，整流

ノズルよりなる），偏向ダクト

送風機の外形寸法

長さ x輻 X高さ： 6.305111X4.006111X 3.985 Il1 

送風機の直菫 5ton 

吹出 ll血積 1.000 m~~1.000 m 

吹出風速 1.1 ~ 10 m/s (max 10. 7 m/s) 

風速枯度 吹出 1-1面積の 85%で土5%

ファンの回転数

136~506 r.p.m. (max. 545 r.p.m.) 

0.1~1.0rn/s 

0.100~5.000 rn/s 

10.7 ton 

(3公9)
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図-6.1 送風台車の一般配置図

として台車幅を 8,240mmとした。一方，送風機の大

きさおよび設置方法 (6.6参照）を考慮した結果，送

風機の設置場所（前述のとおり 4本の主桁で囲まれた

区域）の長さは 3,600mm必要となり，したがって，

前後横桁の桁幅は 700mmとなった。横桁の水平強度

については，この桁幅によるものの不足分を板厚で補

うこととした。送風機の設置場所の幅は台車幅から東

西縦桁の桁幅 (600mm)を差し引いた 7,040mmとし

た。横桁の桁高さは垂直強度の観点から 600mmとし

基準水面から主桁下面までの高さは曳引車におけると

同様に 700mmとした。

このようにして決定された送風台車の主要目等，一

般配置および完成写真をそれぞれ表—6.1, 図ー6.1, 写

(330) 

真ー6.1に示す。

写真ー6.1 送風台車の全景



6.2 走行性能

送風台車は，曳引車に連結され曳1jl車の動力によっ

て走行する場合と，送）成台車単独で自走する場合があ

る。

連結時運転を行うときの速度は，原則として下記の

速度範囲とした。

怜i進 0.1~5m/s 

北進 0.1~3 m/s 

目走時の速度範囲とその速度安定度はつぎのとお

り。

Wi北進とも (0.1~ 1.0) m/s土25%;full scaleの土10%

6.3 重量，加減速度

重鼠は，台車 5ton送風機 5ton, JI• 10tonを目標

としたが完成時重量は台車が 5.7tonであった。連結

時運転のときの加減速力の発生は曳引卓側であるが，

そのときの加滅速能力は曳引卓単独時の約 7割

(- 曳引車重量

曳引車重量＋送風台車煎盤

23.6 ton 

23.6 ton+10.7 ton) 

となる。連結時 5m/sのときの非常制動力は 5.6.3で

すでに述べたとおりである。
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以上は連結時のときであるが，単独自走時は加滅速

度とも 0.015g とした。

6.4 脚部，自走用駆動部等

台車支持脚部は， 4隅 1基ずつJ・1・ 4基である。ホイ

ールベースは可能限度に大きくとった結果 4,300mm

となった。車輪荷重は， 送風機の設置のしかた (6.6

参照）によって各車輪に対する酋じ分がかなり異なる

が，荷重の最大値を推定すると 4ton弱となる。この

ことから車輪直径を 400mm<pとした。駆動力の接続

されていない 3基の脚部は，車輪，車軸，調整機構つ

き軸受から構成されている。

自走用駆動部の組込まれた脚部は前西隅のものであ

り，駆動部の上な構成要素はつぎのとおり。

変速機つき交流モータ，遣磁制動装砒（以後屯磁プ

レーキと呼ぶ）， 減速機， トルクリミッター， チェー

ンドライプ機構（スプロケット， チェーン），手動ク

ラッチ機構など。これらの駆動部構成を図ー6.2にぷ

す。構成要素のうち，モータ，霊磁ブレーキ，減速槻，

トルクリミッターの主な仕様は表ー6.1中に示されて

いる。

駆動部の操作等についての上な内容を挙げればつぎ

のとおりである。
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①速度設定は速度設定器（ポテンシゴメータ）に である。

よって行い，発進および停止はl`打進，北進の起動ある 6.5 送風機

いは停止のボタンをおせばよい。また，変速は走行中 送風機の仕様は主として風浪中の船舶性能に関する

でも自由にできる。 試験， A.C.V.に関する試験を可能とする要求から決

②何らかの原囚によって発生するかもしれない過 定された。送風機の製作に関する作業は，機関開発部

大負前に対する防設策としてはトルクリミッターが設 によってその一切が行われた。

けられた。 送風機の主な構成とその主要目等は図ー6.1 と表—6.1

③手動クラッチを使用しているので，送風台車を に示されているとおりである。これらのうち，モー

連結拝 (6.9.1参照）によって曳引車に連結したとき 夕，貰流ファンを除くディフューザ，コントラクショ

は必ずクラッチを切離さなければならない。 ンノズル，整流ノズル，偏向ダクトは軽鼠にするため

④電磁ブレーキは，モータ側からみてクラッチに にすべてアルミ板によって製作された。

到るまでの動力軸に取付けられているので，連結時に モータから整流ノズルまでは送風台車によって支持

は無効となるが，台車単独では通電時は常に有効とな されるが，偏向ダクトは曳引車によって支持されるの

り，停霞時には自動的に制動がかかる。霊磁ブレーキ で，この間は，フレキシプルジョイント（ネオプレン・

は，バネカによって圧着される制動板によって動力軸 スポンジバッキング）によって結合される。また，送

に直接制動力が作用するものであり，解除保持は電磁 風機を使用しないときは格納するが，この格納時のた

力によって行われている。作動あるいは解除は簡単な めに貰流ファ‘ノと整流ノズルは切離すことができる。

ボタン操作によって行うことができる。 6.6 送風機の設置状態

⑤水槽南端には自走時の自動停止用のリミットス 送風機の設置状態に関してはつぎの 5通りが名えら

イッチが設けられており，これによって駆動回路の遮 れている。

断と電磁ブレーキの作動を行わせている。この自動停 ① 標準状態

止機能は安全確保と，無人で水面掃除を行わせるため ② 15゚ 偏向状態

こ詞グ;:l|9 改出し

却゜偏何ダ'7ト

2辰イ寸げた場合

を示す．

--9‘ 

--9‘9る
多

， ' 
ヽ~-· 

ク尻9()—--．- -

ぐニコ走行方伺

A勺 II-A灰i見

- 4906 
i 

|
h
r
4応

三二二□亡戸J1ぅ；し水面
A'←」
図—6.3 30゚ 偏向吹出の状態
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③ 30゚ 偏向状態

④ 45゚ ’’
⑤ 格納状態

①から④まではいうまでもなく実験を行うための設置

状態であり，曳引車側に取付けられた1共試模型に真前

から送風したり（標準忙置）， 15°~45゚ 前方から送風

したりする場合である。送風機を，使用して実験する

場合は，水面を基準水面から少なくとも 0.500m下げ

なければならないし，また，曳引車と連結して走行す

ることをたてまえとしている。①の標準状態は，送風

槻を台車中央に設岡し，整流ノズルから直接吹き出す

（偏向ダクトをつけず）。②の状態では，送風機を台車

内で東側へ 555mm移設し，かつ，整流ノズルの先に

15゚ 偏向用ダクトを取付ける。③と④との状態では，

送風機を標準状態から 1,150mm東側へ移設した位置

で， 30゚ 用ないし 45゚ 用の偏向ダクトを整流ノズルの

先に取付ける。 30゚ 偏向用ダクトを取付けた場合を一

例として図ー6.3に示す。⑤の格納状態は，送風機を

使用しない時の状態である。使用しない時には送風機

全体を台車から完全に撤去して陸上に収納すれば一番

よいわけであるが，比較的せまい実験準備場をさらに

約 6.3mx4mの面積だけ殺してしまうことになる。

したがって，このようなことをできるだけ避けるため

に送風檬の大きな部分は台車ヒに残すことにした。水

位を戻すためには偏向ダクト，整流ノズルを取りはず

した上に，さらに送風機を吊り上げる必要があり，こ

の吊り上げ高さについては，基準水面における平常の

各種実験の都合から送風機最下面が基準水面上 700

mmとなる位置すなわち台車主桁下面と一致する位置

まで吊り上げることにした。しかし，中水槽の天井は

比較的低いので，吊り上げに際して貫流ファソを分離

r 400-V配電

旦
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しておかねばならない。さらに曳引屯上と造波機操作

室との間の見通しを確保するために送風機を台車上で

最大限度東側へ寄せ，結局この1,i侶（標準状態より

1,510mm東側へ移設）で専用の支持台に載せ， 格納

することにした。

なお，整流ノズル，偏向ダクトの吊り下げ金具は，

送風台車の後横桁，曳引車の前横桁の各種位附（偏向

位置ごとに）にそれぞれ販付けられている。また，こ

れらのノズル，ダクトの着脱用に特殊なフック (C耶

フック）が製作された。

6.7 電源等

送風台市にも集電塔を 1某たて，集雷塔上のパンタ

グラフから受電し，受配電盤， トランス，配電盤を通

じて台車上の電気機器に給電した。集電塔，受配電盤

(400Vの受配電磐， 200V,100Vの配電盤は 1つの

盤にまとめられた） トランス等はすべて西縦桁上にま

とめて配置された。送風台車の雷気系路図を図ー6.4

に示す。

6. 7.1 A.C. 400 V 電源

送風機用モータは A.C.400 V 3 ¢ 50 Hz 37 kWの

VSモータであり， 400Vを起動器を通じて直接モー

タに給電している。ただし，送風機が各種の設置状態

をとるので，この電路は固定配線ではない。

6. 7.2 A.C. 200 V 電源

A.C. 200V電源は 400V/205 V 10 kV A のトラソ

スによって作られ，送風機用モータの制御装置，自走

用モータ，水面掃除用ウインチ，消掃用ボ‘／プに使用

される。

6. 7.3 A.C. 100 V 電源

A.C. lOOV電源は 400V/105 V 3 kV A のトラソ

スによって作られ，照明灯，計澗用コンセ‘／卜，各種

？⑰m電―
C-i'¢VV P空鴨、2 兒LJ.-,、,

自走用も夕

廷糀除桟＇阻ウ』；チ

清捕咀択汀‘

送塚栽＇椒 l郷

千備

千備
V酋己電 ， 

、ァ 2r-I臼 T

猥餌

¥HJ I 
岳 各十浄1用1ンセント

鱈肛直培示灯

-̂--1 
キ偏

図ー6.4 送風台市の屯気系路図

(333) 
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リミットスイッチ，位置指示灯に給電されている。計

測用コンセントは台車上の 3ケ所に 2ケずつ計 6ケが

配置された。

6.8 水面掃除機

送風台車の自走によって水面掃除を行うこととし，

水槽幅と同じ長さの掃除板を台車の最前面に取付け

た。掃除板のあげおろしは，台車前面に設けられた昇

降ガイドに沿って電動ウイソチで行われる。この水面

掃除機は基準水面のときを対象としており，掃除板の

下端が水面下 30cmに達したときウイソチは自動停止

する。引揚げ時も同様に掃除板の下端が水面上 70cm

に達したときウインチは自動停止する。掃除板は，金

属バイプの平面トラスからなる骨組に，バ‘／チングメ

タルのプレートが張られたものである。さらに，この

プVートに耐水ベニヤ板を張って使用している。

水面掃除はこの形式の場合， 0.2~0.3m/s位の速度

で行うと効果がよい。しかし，この速度では水槽南端

に列るまで約 12~8分位要するので， 6.4の⑤で述べ

たように南端に自動停止用のリミットスイッチが設け

られ，これによって無人で水面掃除もできるようにし

た。掃除板が水槽酎端の造波装置直前に逹し，水面掃

除用集塵樋（図ー9.1参照）を水面まで降ろし，水面掃

除用排水ボソプを起動させれば浮遊物を含んだ汚水は

屋外に排出される。

水面掃除機の概略を図ー6.5に示した。

6.9 関連設備，艤装品等

送風台車の基本的な機能に関した設備として集電

塔，ストッパー受け（南端に設けられた送風台車用の

ストッバーに対するもの），バッファ（曳引車との緩衝

用として台車北側に取付けられている）， ガイドロー

ラ，脱線防止具，連結拝，整流ノズルの吊り金具，送

風機格納時の支持台などがあり，保安に関したものと

しては，曳引車の場合と同様にトロリー線の下面に防

汲ネットが張られ，また，台車の位置を示す指示灯が

設けられた。その他，昇降用ステップ，床，手摺り，

レール掃除機，清掃用ボンフ・, C型フックなどが設備

された。

6.9.1 連結棒

後横桁の後面の両端に曳引車と連結するための堅

牢な連結枠が設けられている。連結する場合は，バ

ッファーの頭部（緩衝用ゴムヘッド）を取り除いた

後，連結界をたて曳引車に結合する。連結された状態

で曳引車と送風台申との間隔は (650士l.O)mm とな

る。

6.9.2 位置指示灯

送風台車の後横桁の軽目孔内に緑，赤の 2灯が販付

けられている。この指示灯は台車の位置を曳引車上か

ら確忍するためのものであり，台車が非常制動のビス

トンストロークより引込んだ位置に収納されていれば

絶色灯が，それ以外の位置：にあれば赤色灯が点灯す

1枯れ い5:［：□1---
戸―}喜Cj'―- - 2 OOO •一， 9

’:：口1ーロ＼―-三―（，ニーニー上に仁ーこご：ニーご二ニニニエ
, ‘、 eナ,(0ン万，シ、1 ＇ヽl＼゚ンチング‘メタ）L
¥I 

図ー6.5 水面掃除機
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る。したがって，曳引車を南進させる場合は必ずこの

送風台車の位閻指示灯と，非常制動の作動準備指示灯

(5.6.3参照）がともに緑色に点灯していることを確認

してから運転しなければならない。

6.9.3 清掃用ポンプ

消波板，水槽壁などに注水して清掃を行うためのボ

ンプを送風台車の東西端部に 1甚ずつ設置した。ポ‘/

プの揚水側は水槽の底近くからも揚水ができる能力を

もち，揚水バイプも十分な長さをもっている。また，

吐出側には， Jズルが取付けられており，かなり強い

射水能力をもっている。中水槽でたとえばポリマー中

での実験を行った場合はこの清掃用ボンプで洗i條を行

うことになろう。

6.10 塗装

台車の塗装は曳引屯における塗装 (5.11参照）と殆

んど同じであるため，記述を省略する。

6.11 試験成績

中間検査としては次のような項目が行われた。車輪

に対しては，材料試験，化学紐成分析，寸法計測，振

れ計測，釣合試験などが行われた。車輪軸に対して

は，車輪の検査項目から振れ計測と釣合試験を除く項

目について試験計測が行われた。さらに，主桁につい

ては工場内仮組立時に寸法検査が，駆動部については

工場内確認蓮転が行われた。検査鈷果はいずれも成績

良好であった。

完成検査は次のような項日について行われた。すな

わち，卓輪取付け精度の計測，重鼠計測，燒み計測，

自走試験，自走時制動試験，連結走行試験，連結時制動

試験，水面掃除試験，送風機試験などが行われた。こ

れらのうち重鼠計測，撓み計測，自走試験・自走時制

動試験について以下簡単に触れる。以下の記述以外の

試験についても，その成績はおおむね良好であった。

6.11.1 重量計測

送風機は各位置に移動させたり，格納位置に設償し

たりするのでいわば移動荷重とも考えられる。したが

って，台車としての付属装備はすべて合み，送風機の

みは塔戦しない固定重量状態において，曳リ団におけ

ると同じ方法で屯鼠計測が行われた。計測鈷果は次の

とおりであった。

前西部 1.9 ton 

詢東部 1.3 ton 

後西部 1.3 ton 

後東部 1.2 ton 

したがって，合計 5.7tonであった。この結果重心位

罹は，台車中心より前方へ 264mm, 西側へ 425mm

の位置となった。ただし，送風機格納時の支持合は所

定の｛叶筏に設閻されていた。

6.11.2 撓み計測

撓み計測は次のような状態で行われた。すなわち，

送風機は塔載せずに，前後横桁には，中心から東西へ

2,100 mmの位置に各 1,250kg合計 5ton の荷重を

塔載したときのそれぞれの桁中央における燒み（桁等

の自軍撓みは除く）が計測された。前横桁と後横桁に

おける撓み計測結果はそれぞれ 1.95mm, 1.85 mmで

あった。

6.11.3 自走試験，自走時制動試験

試験結果を表ー6.2に示す。表に示すとおり成績は

良好であった。

表ー6.2 自走試験・自走時制動試験結果

自走

設定速度
(m/s) 

式きμ

計測速度
(m/s) 

験

電流値
(A) 

制動距離
(m) 

自走 時制 動試 験

制動時間
(sec.) 

平均減速度
(g) 

加速度計記録によ
る平均減速度 (g)

一―
IYJ 

進

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

0.190 

0.395 

0.585 

0.790 

1.005 

4.5 

4.5 

4.5 

4.75 

4.75 

0.2 

0.6 

1.4 

2.0 

3.6 

1. 7 

2.9 

3.9 

5.9 

7.0 

0.014 

0.015 

0.019 

0.012 

0.015 

0.015 

0.015 

0.016 

0.014 

0.015 

北
0.2 0.190 4.6 0.25 1.8 0.016 0.015 

0.4 0.395 4.75 0.6 3.1 0.013 0.014 

0.6 0.585 4.8 1.8 4.3 0.020 0.017 

進 I
o.s 0.790 4.75 2.2 6.1 0.012 0.014 

1. o 0.985 4.75 3.7 7.1 0.015 0.015 
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7. 動力装置および曳引車速度制御装置

7.1 受変電設備

本試験水槽で使用する電力は， 400m水槽棟東北部

動力室内の 2000kVA受電設備内に本試験水槽用のき

電盤を設置して 3.3kVで分岐し，本試験水槽棟北西

の屋外キュービクル形受変電設備との間を地下ケーブ

ルで接続して供給される。キュービクルには，コンデ

ンサトリップ式主回路しゃ断器，曳引車および造波器

駆動用 3相 415V400kVA トランス／クレーンおよ
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び暖房機等用 3相 220V75kVAトランスならびに一

般照明用巣相 3線式 105V x 2, 30 kV A トランス等を

設置し， トランスの一次側の保護はパワーフューズ，

二次側は NFBおよび過電流警報式とした。以上の電

源系路を単線図で図ー7.1に示す。

7.2 曳引車走行用動力

曳引車には 110m研の剛体トロリー線 3本を使用

して交流 3相 415Vを供給し，曳引車の前後部の集電

塔のパンタグラフをそれぞれ並列に接続して集電し

た。曳引車上にはブレーキ用油圧ポンプ駆勁用，空調

機用等の 3相 220V50kVAトランスおよび照明，計

測器等用単相 100V15 kVAトランスが設置されてお

り，それぞれの用途に電力を供給するほか， 3相 415

V: 440 V x 2, 100 kV A の絶縁トランスを介して曳引

車駆動モータ用サイリスタ装置に電力を供結する。こ

の回路に絶緑トランス（写真ー7.1)を使用した理由は，

速度安定度 0.5 mm/sec r.m.s 1 mm/sec r.m.s 

制仰系共振周波数 5Hz以上 5Hz以上

残留加速度 10-5g以下 5 X 1Q-5 g以下

速度整定時間 1 sec以下 1 sec以下

オーバーシュート 0 1 cm/sec 

また，連転操作の簡易化を同り，新製品を積極的に

写真ー7.1 絶緑トランス 利用した。

7.3.1 共通部門

サイリスタ装閻が雷源幹線にりえる騒乱をできるだけ 駆動モータの電機了霊源および界磁氾源は，それぞ

この絶緑トランスで吸収して，他のサイリスタ装買 れ明雷舎製 THYL-70-UNIサイリスタ富源装岡（写

（例えば造波機）や，霊子機器などへの影警を軽減す 真—7.2) を使用し，移相回踏や直流演算増幅料等もす

るためである。 べて同型の標準品を使川した。また，駆動モータ雷機

駆動モータの定格は， Pmax=Vmax• We'• µ•g （文献 子回路直列リアクトルは乾式のものを使用し，曳引巾

(1) の 6-5式）を用い， Wc'=22.000kg, Vmax=6.000 の横桁内に収納した。曳引中の運転操作は，すべて曳

m/sec, μ =0.09として算出した。以下に駆動モータの 引車西縦桁にある曳引車運転操作盤（写真—7.5) で行

定格を示す。

、’↓ー 4台

JfIj 
l -. 

K
ト

米
↑
＇
1 保護形直流他励分巻式

冷却方式 自己通風

定格出力 30kW 

定格回転数 958 rpm 

定格時間 30秒

電機子電圧 110V 

絶 縁 B種

このモータの駆動用サイリスタは逆並列十字鈷線と

してワードレオナード方式と同様に容易に駆動モータ

の電力回生制動を可能とし，合せてプロペラ単独試験

時等に起る可能性がある無負荷あるいは逆負荷時の速

度制御も可能となるようにした。また，モータの界磁

に並列抵抗を接続し，モータ界磁電流を士10％程度

変更できるようにして，曳引車の各車輪の分担する曳

引車荷重の不同による加速トルクの不同を補正するよ

うにした。しかし，完成後の加速試験においては，す

べてのモータ界磁電流を＋10％増加した最高加速度

でも車輪のスリップは認められなかったので，各モー

タの界磁電流を＋10％増加し，それぞれの加迷トル

クが最大となるように設定した。

7.3 速度制御装置

速度制御装置の仕様は 400m水槽の実績を考慮して

次のように定めた。

低速 高速

速度設定範囲 0.100~2.999m/sec 3.000~5.999 m/sec 

fl ステップ 1 mm/sec 

fl 精度 士0.5mm/sec 

1 mm/sec 

土0.5mm/sec 

うようにした。

曳引市停止時に北進または南進ボタンを押すと，単

極屯磁接触料が作勁して駆動モータ霊機了回路を閉跨

(337) 
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写真ー7.2 サイリスタ電源装置

し，加減速設定器で定まる一定の加速電流を流すよう

に翻卸するるので，曳引車は加速走行を始める。そし

て曳引車が設定速度に到逹するとデジタルまたはアナ

ログ速度制御装置がサイリスタ電源装置に接続され，

曳引車は設定速度で走行する。つぎに停止ボタンを

写真ー7.3 ディジタル速度制御装置

押すと速度制御装置はサイリスタ電源装置より切り離 作盤とは別の東桁の制御盤面に置いた。

され，サイリスタ電源装置は，駆動モータ電機子回路 駆動モータの界磁電流は，曳引車の走行時のみ定格

に，値が加速の時と等しく方向が逆の電流が流れるよ 値を保つようにし，停止時には定格時の 1/4程度に

うに制御するので，曳引車はほぼ一定減速度で減速す 下げて駆動モータの過熱を軽減すると同時に防湿用の

る。そして，曳引車速度がある一定値 (5cm/sec)以下 スペースヒータも兼ねさせた。なお，夜間等の曳引卓

になったときにデジタルまたはアナログ速度制御装置 休止中は防湿の見地から駆動モータ界磁を別電源で弱

は指令をだして駆動モータ電機子回路の単極電磁接触 励磁し，各制御盤はスペースヒータとファンによっ

器を復帰させ，回路をしゃ断するので，曳引車は停止 て内部の過冷を防止し，結露が起らないようにしてい

する。加速および減速度の設定器は酎進用と北進用と る。

に分けて運転操作盤におき，駆動モータ電機子雷圧計 上記共通部門およびアナログ速度制御装置を図ー7.2

および電流計と曳引車アナログ速度計は曳引車蓮転操 に示す。

I
 I

 

◎
 

D:デジタル速夜制御 M ．．咳‘ラ1藷駆勤モーダ

月：アナログ速度制御 PG-: /¥'/レズ発生村

J:寸會り TG;:回転計発噸け氣‘

図ー7.2 共通部門およびアナログ速度制御装厭
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7.3.2 デジタル速度制御装置

デジタル速度制御装置（写真ー7.3)は 400m水槽の曳

引車と同じ速度パルスカウント偏差出力方式である。

この方式は高周波のパルス入力を要するが，精度およ

び応答性にすぐれている。すなわち，直径 95.5土8.005

mmの速度検出車輪（写真ー7.4)をスプリングでレー

ル面に庄着し， 3000パルス／回転のインクレメンタル

バルスエ‘ノコーダと一体軸で結合し，この出カバルス

（速度パルス）を検出部で 4逓倍し， 2.5MHzのクロ

ックパルスと同期をとって演算回路の十進減算カウン

タに導いた。一方，減算カウンタにはサンプリング周

期の始めに mm/secで表した設定速度の値をセット

し，前述の速度パルスで減算し， 1/40秒後のサンプリ

ソグ周期の終りの減算カウンタの内容を D-A変換し

て比例出力とし，また，以前の値との累積を D-A変

換して積分出力とした。使用素子は主として TLL.IC 

写真—7.4 速度検出巾輪およびインクレメンタル

ノ~ Iレスエンコーダ
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写真—7.5 曳引車運転操作蟹

を使用し，また，極性の切換えには FETアナログス

イッチを使用した。運転操作盤に設けた 2組の南進用

および北進用の 4桁のデジスイッチからの設定倍号

は， リレーで走行方向を判別して減算カウンタのプリ

セット 1言号と，上位 3桁を D-A変換して基準霊圧出

力とした。デジスイッチは 0~5.999mm/secのあいだ

で設定可能である。ただし 0~99mm/secの範囲は制

御の分解能が悪くなり，また，このような速度で試験

を行うこともないので， 0~99mm/secの間に設定して

もデジタル故I;，;iとみなして走行できないようにした。

また，北端の非常闊動装買は南端と比べて簡単にした

ために，北進のときは原則として 3m/sec l‘)、上に設尤

した場合はデジタル故11りとした。ただし，デジタル制

比創出力

積分出力

碁準竜圧出力

加 制 御 出 力

燐上垢令

図ー7.3 デジタル速度制御演煎装置ブロック線同

(~39) 
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御盤面（常時は閉鎖）の解錠スイッチを操作すれば

5.999 m/sec まで走行可能となり， 運転操作盤の解錠

表示灯（橙灯）が点灯する。デジタル速度制御装置の

ブロック線図を図—7.3 に示す。

7.3.3 デジタル速度制御装置のチェック

デジタル速度制御装置の動作のチェックは曳引車

の停止時に行える。このときの速度設定は自動的に

4 m/secとなり，速度パルスのかわりにクロックパルス

から逓降された 163,600~156,400 Hzのパルス (4.090

~3.910 m/sec相当， 1cm/sec ステップで可変可能）

が入力され，比例出力と積分出力を，演算レジスタの

内容を示すランプとアナログのメータでチェックする

ことができる。また，デジタル制御盤面のスイッチの

操作によりクロックパルスの周期を 1/100にしたり演

算動作を一時停止させたりして機器単体の動作のチェ

ックも容易に行うことができる。なお，チニック中は

デジタル故障状態となり，曳引車は走行できない。

7.3.4 定速投入制御および停止制御

デジタル速度制御のとき曳引屯設定速度が 3m/sec 

以下のときは，曳引車の速度が設定速度より 215mm/

sec 下に到達したときに駆動モータトルク設定値を自

動的に 1/5とし，設定速度より 15mm/sec下に到達

したときに上積み電圧（加速の時に基準電庄に上積み

される電庄，文戟 (1)参照）を消去し，比例出力を共

通部門のサイリスタ電源装買に投入する。さらに 0.2

秒後に積分出力の初期値を雰として同様に投入し，曳

引車運転操作盤の定速灯を点灯する。もし， 15mm/sec 

下に到達しないときは定速ボタ‘/ （定速灯と共用）を

押すと強制的にデジタル速度制師を投入する。 3m/sec 

以上では，上記のうち駆動モータトルクの設定切替が

省略されて多少の速度のオーバーシュートがあっても

設定速度に到達する時間が短かくなるようにした。

停止ボタ‘ノを押し，曳引車が停止する際には，曳引

車の速度が 5cm/sec 以下になったときにデジタル速

度制御装置から接点信号を出して駆動モータ電機子回

路の単栢電磁接触盛を復帰させ，曳引市を停止させ

る。

アナログ速度制仰のときは自動制御回路は設定速度

に近づいたときに自然に投入されるが，速度整定時間

はデジタル制御のときよりも多少長くなる。停止指令

は回転計発電機（後述）の出力電圧が一定値以下にな

ったことを検出して接点信号を出す。

7.3.5 速度変更

デジタル速度制御のときは，曳引車の走行中は曳引

(340) 

車設定速度の記憶装置を固定し，速度設定器を変更し

ても無効とした。しかし，走行中に速度変更ボタンを

押すと，定速灯が消灯し速度変更灯が点灯して，曳引

車設定速度は変更された速度設定器の値に変更され，

定速になったときにラソプはもとの状態に戻る。この

操作は，上積み電庄の極性が一定なためと定速制御投

入点が設定速度から 15mm/sec低い点に固定してある

ため速度を上昇させるときにのみ有効である。

7.3.6 アナログ速度制御

アナログ速度制仰装置はデジタル速度制御装置の予

備装置で，曳引車運転操作盤面で容易にいずれかの選

択ができる。速度の設定は，デジタル速度制御装懺の

基準電庄出力と曳引車運転操作盤面にあるアナログ速

度微調用ボテンショメータ（士0.1m/sec)の電圧出力

とを加算し，速度の検出には駆動モータ軸に直結した

直流精密回転計発霊機を使用した。補償回路は演算増

幅器による直列 PID補償とした。

7.3.7 寸動走行

寸動走行は設定値が一定のアナログ速度制御で，附

進または北進のボタンを押しているあいだは曳引車は

0.2 m/sec の速度で所定の方向へ走行し， ボタンを離

すと回生制動により停止する。加減速度はそれぞれの

加減速度設定器に依存する。

7.4 曳引車運転操作盤

曳引車運転操作盤（写真ー7.5) には，曳引車の運転

および水槽試験の実行に必要なものを璽点的に配置し

た。また，照光式ボタンスイッチの採用によりスペー

スの節約を計った。以下に盤面にあるものを列記す

写真—7.6 自航サイリスタ制御盤



る。

(1) 速度偏差表示計

デジタル速度制御装置の比例出力（土10cm/sec) 

を表示する広角度指示計である。

(2) 速度カウソタ

曳引車速度を表示するカウンタで，サンプル周

期を切り替えることにより 0.1mm/sec単位（サ

ンプル周期が 1秒のとき）または 1mm/sec単位

（サンプル胤期が 0.1秒のとき）で表示する。

(3) 押ボタ‘／およびランプ

以下に記述するものは， i項を除いてすべて照

光式ボタンスイッチであって，＊印のものには透

明アクリルのふたをつけ，不用意に押さないよう

にした。

a. 制祉Il'心諒人（白灯）

b. 布帷ll霜源切（赤灯）

C. デジタル制御＊，アナログ制御＊，寸動＊，（白

灯）制御種別指定。

d. 直接，遠方（二段白灯）

曳引車の操作場所が曳引車運転操作盤面かあ

るいは可動の辿方操作盤 (|‘}j進，停止，北進押

ボタンのみ）であるかを指定し，一回押すごと

に切替わる。停止の押ボタンは操作場所の如何

にかかわらず双方の盤のボタ‘ノが常に有効であ

る。

e. 自動制動（橙灯）

曳引車が自動制動 (5.6参照）で停止したと

きに点灯する。また，自動制動が作動する区域

を停止せずに通過するときはこのボタンを押し

て通過する。

f. ベル停止（白灯）

曳引車制御装罹に故I：店が検出されていないと

きにはこのボタンを押すと点灯してベルが嗚

り，再び押すと消灯してベルも嗚り止む。故障

が検出されるとベルが嗚るが， このボタンを押

すとベルは嗚り止んで点灯する。

故I;，；tの原因を除いてリセットボタンを押すと

ベルは再び叫，ヽ↓り出すが，：再度このボタンを押す

とベルが嗚り止んで消灯する。

g. 定速＊ 7.3.4参照

h. 速度変更 7.3.5参照

i. 解錠 7.3.2参照（ランプのみ）

j. 故障

故節を検出すると赤灯が点灯してベルが鴫
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り，故怜の原因を制御盤の集合故障表示器に表

示する。故悴の原因を除いてからこのボタンを

押すとリセットされ，ベルが鳴り止んで消灯す

る。

k. 造波 9.3参照

1. 消波 8.3参照

m. 佑進および北進速度設定器 7.3.2参照

n. 印進および北進加減速設定盛 7.3.1参照

0. アナログ速度微訓 7.3.6参照

p. 由進，停止，北進ボタン 7.3.1参照

q. 油圧ブレーキ 5.6.2参照

7.5 緊急停止およびインタロック

曳引車の走行中または停止中に運転装趾の沢状を検

出すると曳引中連転操作盤の故障ランプが点灯してベ

ルが鴫り，故I；点の原因を集合故飩表示監に表示し曳引

叶iが走行中であれば原則として停止する。そして原因

を除去してから故悼リセットボタンを押すと走行指令

が可能となる。これにはつぎに示す 2通りの場合があ

る。

7.5.1 第一緊急停止装置

以下の場合に曳引車は回生制動で停止するか，走行

ボタンを押しても走行しない。

(1) サイリスタ冷却用ファンが故I箪したとき。

(2) サイルスタの温度が上昇したとき。

(3) デジタル故砕が検出されたとき。

a. デジタル制御装置がチェック状態 (7.3.3参

照）のとき。

b. デジタル制御装侃の電源が異状のとき。

c. インクレメンタルパルスエンコーダのランプ

が断線したとき。

d. 速度設定が 99mm以下のとき。

(4) 強制制動の油圧が低下したとき。

曳引車が走行中に制動用油圧がある程度低下して油

圧をモータにより補給する必要が生じたときはベルが

嗚って故障を示す赤灯が点灯するが曳引車は停止しな

い。そして実験走行が終って，曳引車が停止するとベ

ルが止まり油圧用モータは回転を始めて油圧の補給を

開始し，油庄が一定値に上るまで曳引車は走行できな

し‘
゜

7.5.2 第二緊急停止装置

以上の場合に曳引車はバネ制動で停止する。

(1) 曳引車駆動モータ界磁異状

(2) 曳引車駆動モータ過電流

(3) 曳引車駆動モータ過速度

(341) 
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(4) 主サイリスタ過這流

(5) 界磁サイリスタ過這流

(6) 逆相，欠相，これは受電設備の曳IJI卓および造

波機駆動月］トランスの一次側のバワーフューズが

単相溶断したときに生ずる。

(7) バネ制動作動時

(8) 悼j進非常制動区域進入時。北進することにより

解除される。

(9) 北進非常制動区域進人時（バネ制動と屯気制動

併用）

以上のほか，停虚時および制御電源をしゃ断し

た場合も同様な状態となる。

7.5.3 インタロック

通常強制制動用油庄ボンプは曳引車走行時には停止

する。

7.6 付属艤装品

7.6.1 デジタル計測記録装置

曳引車速度計は，デジタル制御装罹の速度制御）廿バ

ルスを 4逓倍する以前のパルス (0.1mm／パルス）を利

用し，曳引車運転操作盤面のカウンタおよびその下方

のデジタル計測記録装置内のカウソタとプリンタで表

示と記録を行う。また，同装置には，他に 5桁のユニバ

ーサルカウソタが 2チャンネル分設置してあるので，

自航モータの回転速度等の計測，記録が可能である。

7.6.2 自航制御盤

フルスケールに対し〇．2%程度の精度で回転数の制

御が必要な直流モータに曳引車上で電力を供給するサ

イリスタ装置（写真ー7.6)で，曳引車駆動用と同じ

THYL-70-UNIである。接続可能なモータは， 400m

水槽用 1.5kWと3kWの自航用モータ，単独試験用

3.7kWと 5kWのモータおよび lkWの自航試験用

モータである。自航制御盤には各モータ専用のコード

とプラグが付属しており，所要のモータ付属のレセフ゜

写真ー7.7 トロリーおよびパンタグラフ

(342) 

タクルに専用のプラグを接紬してから堪源スイッチを

投入し，自航モータ採作盤の回転方向指令ボタンスイ

ッチを押し，速度設定を操作する。なお，速度設定に

は粗と密の 2ケの設定器があり，密の設定範囲はモー

タの回転速度範囲の 5分の 1である。また，自航制御

盤面には以下のランプ表示がある。

(1) 電源（白灯）。

(2) 界磁励磁（白灯） 自航制御盤にモータが接統

され，そのモータの界磁が励磁されたことを示す。

(3) 過は流（赤灯） 各モータに定格以上の過電流

が流れ，安全のために過電流継電器が作動したこ

とをぶす。盤内の各モータ専用の過慮流継定器を

リセットすれば消灯する。

(4) サイリスクフューズ断（亦灯）

(5) 'ぷ流 110%（橙灯） 各モークの定格で定めら

れている軍流が 110%以上になると点灯し， 30秒

以上経過するとモータを停止させる。一度電源ス

イッチを切ることによりリセットされる。この表

示は主としてモータの短時間定格を利用するため

のもので，過電流継電器の動作とは互に独立であ

る。

(6) 回転‘ぶ（赤灯） モータの回転速度が省かごく

低いときに点灯する。この表示が点灯していない

ときに回転方向指令ボタンを操作しても無効であ

る。また，自航モータ操作盤には電機子電流計お

よび回転速度計，自航制御盤には入力交流電流計

と出力直流電圧計が取付けられている。

7.6.3 送風台車の電気艤装品

送風台車には送風機駆動の VSモータ用に 3相 415

V を 110mm2 トロリー線より受電し，また，送風機

駆動モータ制仰用，自走用等の 3相 220VlOkVAト

ラ‘ノスと照明用等に単相 lOOV3kVA トランスが塔

載されている。

送風機の回転速度制御盤は，メーカ標準品を使用し

た。また， 2.2kWの VSモータを自走用に使用した

が，これの制仰のための制御盤やタイムスタート盤な

どもメーカ標準晶を使川した。

7.7 トロリー線

トロリー線は A.C.415 V送這用として住友這工製

110mm23本と造波機および消波機の制御用にそれぞ

れ 50mm2を 1本ずつ計 5本を使用した。曳引車の糾

立てや修理のときを考慮して実験準備棟内の 13m間

は 6mおよび 7mのユニット式としたが，これ以外

の 145m には一本物を使川した。 トロリー架台には
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110mm汽 50mm2 とも AL型を使用し，販付けボル れた。また，曳引車のバンタグラフの下には金網を張

ト長 150mm2 の支持がいしを介して水槽棟鉄はりに って不用意な接触を避け， トロリーの実験準備場に張

3m間隔に溶接したトロリー線受台に取付けた。支持 出した部分にも防護用金網を張ってクレーン等による

がいしの取付けボルト（椋準品は 100mm) を長くし 接触を防止した。写真ー7.7にトロリー線およびパソタ

た理由は近来 400m水槽で問題ににっている地盤の不 グラフの一部を示す。

等沈下がこの水槽にも表れる可能性があるのでそれ 7.8 走行試験結果

に対処するためである。バンタグラフは最初標準品を デジタル速度制御走行時の速度計測結果を表—7.1

使用したが，騒音が高いので種々尖験の結果シューiと に示す。また，デジタル速度制仰比例出力のパワース

さを 140mm （標準は 80mm) にし，良い結果が得ら ペクトルの一例を図ー7.4に示す。

表ー7.1 デジタル速度制御走行時の速度計測結果
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8. 消波装置

中型試験水槽の消波装罹の社画は，ほぼ 400m水槽

のものに準じている。特に側面消波装置については，

400m水槽がわが国では本格的な可動側面消波装懺を

装備した最初の水槽であったため，機構，動作，保守

等について若干の問題があったけれども，総合的には

一応満足なものであったので 2, 3の再検討を加えて

この方式を踏襲した。したがって，消波装置設計の考

え方等に関しては文献 1) によっていただきたい。

8.1 北端部消波装置

トリミングタンク側の水槽北端部には，亜鉛メッキ

鋼材による 3層ビーチ式の消波装慨が設けられた。そ

の概略を図ー8.1および写真ー8.1に示す。ビーチの

長さは，下層 2段が 6.5m（先端は，水槽北端壁から

6.7m) 上層は 5mで，幅はほぼ水槽全幅に渡ってい

る。この規模の水槽で 3層の消波装置を設けた例は少

ないと思われるが，本水槽では，浅水時に波浪中の試

験を行うことを 1つの目的としており，任意の水深で

良好な消波効果が保てるように考えてある。 トリミン

グタンク前の消波板は，浮沈式の 2層ビーチになって

写真ー8.1 北端部消波装置（可動部分

は下っている）

いる。浮カタソクを用いて概略のバラソスを保ち，ヮ

イヤ・ウインチで駆動して浮沈させる。最上層のみ亜

鉛メッキの角パイプを横にならべ，粗面の消波効果を

利用するとともに消波板上での作業の安全にも役立さ
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せている。 きいため，今回は遣動力式とした。また 400m水槽の

ビーチの傾斜角はほぼ 400m水槽と 1njじで上層が約 場合では，消波装趾の設註以前に建屋が着工していた

5°~20゚ ，中層が約 70' 下層が約 10゚ となっており， ため，基礎に大きな力が期待できなかったので，水槽

基準水面での常用の規則波の場合には約 4％以下の反 中央に駆動装羅を設け消波板引上げの力を相殺するよ

射率となるように計画し所期の H的を逹している。な うに考えたが，今回は1灯端に造波装趾と基礎を共有

お今回は，各ビーチには鋼板を板り， 400m水槽の場 し，十分な力が掛けられるので，駆動装置を水槽怜j端

合のように，下側からの吹上げ流れ (up-lift)を消波効 部の東西各 1箇所に設けた。燥作は，水槽通路，曳引

果に利川することは，強度等の間題から行わなかっ 屯上および造波機操作窒から行うことができる。

た。

8.2 南端部消波装置

本水槽は，造波槻にプランジャ咽を使用しているた

め，水槽由端部に消波板を取付けることはできない。

このために図ー9.1に示すように，プランジャの直面

に，造波装岡の構造材を利用して昇降11［能な吊り下げ

ビーチ板 (7.5mx0.5m,傾訂角 IIj変）を成けた。

8.3 側面消波装置

東西両側壁約 112m の間に，図-4.1 および図—8.2

に示すような可動式のビーチ型消波装置を設けた。本

装置の主要な部分は，駆動装置を除いて 400m水槽の

ものと同型式である。消波板は 1ブロックの長さが

3.732m, 幅 0.5m のもの東西各 30枚で，その傾符

角は 1/8（約 7")である。構造は，形鋼材の骨糾の上

にすのこ状に塩化ビニール角材を張ったもので，この

塩ビにレモン・イエローのやや鮮かな色を用いるこ

とによって安全を兼ね，水槽外観のアクセソトともし

た。昇降の高さは約 500mmである。

駆動部は， 400m水槽の場合には油J£方式にしたが，

連転頻度の少ない本装僅では保守が難しいのと音が大

2.K 

9. 造波装置

9.1 計画

船舶試験水槽用の造波装罹は，深海波J-llであるのが

一般であるが，本水桔では，任総の水深での造波が叶

能であることが設計条件の 1つとなっており，深洵波

川としての造波特性を祉り足することを第一に，かつま

た浅水時の造波性能を一）心保証できることを成』の面

提条件とした。

造波範囲は，水槽寸法および 400m試験水槽との

関係などを考慮して，比較的短波長かつ低岨度の波に

重点を置き，波周波数 0.2~3Hz,波長・波高比え/Hw

=20~50程度とした。 また， 使用頻度と保守上の簡

易さを勘案して，駆動機としては直流電動機を用いる

こととし，これらの条件を満足するものとして，水槽

有効長さの点でも有利なプランジャ型の採用に踏切っ

た。

プランジャ断面形状は， Porter5)の断面を参考とし，

これに浅水時の造波特性を考慮して底部附近の形状に

修正を加え，プラ‘／ジャ断面としてはやや偏平な断面

l□¥＼じェニロに二ニロニニニニ二二＿立ニニニニ＿ロニニニニニ＼二二1
，なo / | / ＼ ／ー／g,I  

塁／
I j ¥ 

二―---＿__;_::__二_-----•□_＿- -----• ----------=-=＿＿二＿＿ロ＿＿__ | 

I 

-―-----•一—--- ------- --— 3732 ・ -• ------ - ・ - ------_J 

図—8.2 側面泊波装訊
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形状を採用し，｝り「要馬力等のil算を行った。

9.2 概要

造波装附の概要を図—9.1 写真ー9.1 および 9.2 に示

す。本装謹は， 基l造（ I型鋼）， 上下移動用兼プラン

ジャ・ガイドレール，プラソジャ架台，プランジャ本

体，駆動機溝，制御装罹，採作卓および付属装置から

構成されている。駆動這動機は，平滑屯機子型直流

モータ（安川電機製作所ミナーシャモータ JKMM-

500SR-2) 10 kW 2台であり，その制祖1部は， 3相十字

結線可逆サイリスタ回路で構成されている。造波入力

信号発生装罹としては，低周波発信器，紙テープ読込

装砒，磁気テープ説込装謹が用意され，また，起動・

停止に関しては，緩・急のモード選択と，曳引車上か

らの辿悩操作がHj能である。 1hllii|J盤および操作卓は，

造波装趾本体由側の制祖l奎および操作室内にそれぞれ

収められている。本装罹の制御回路ブロック図を図—

9.2に示す。制御回路には，サイリスタユニット，サー

ジ吸収ユニット，這流検出ユニット，界磁虚源回路，

ダイナミックブレーキ回路，移相器電源ユニット，移

相器ユニット， リードリレーユニット，直流電源ユニ

ット，直流増幅盛，電圧検出リレーユニット，および

緩起動・停止ユニット等が店まれる。

9.3 操作

操作は極めて簡単で，まず電源投人を行い，次に入

力は号形式および起動・停止モードを選択し，操作卓

上のダイヤル付ボテンショメータにより波高設定を行

えば起動条件はすべて完了する。起動ボタンを押せ

ば，プランジャ架台に販付けられたプランジャは，駆

． ， 
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図ー9.2 造波装低制社1J系

動‘「じ動機のJじ逆回転によりボール tジを介して上下動

を行い，造波が開始される。

操作手順は次のとおりである。

1) 電源 NFBON（出ljiil国内壁付ボックス）

2) NFB ON(；！雌ll盤内）；楳作霊源入，冷却用フ

ァソ駆動開始

3) 主回路電源 ON （制仰盤＿じ；駆動虚動機冷却

ファンおよび励磁電源入，サイリスタ主回路入

4) 操作卓上電源投入押釦 ON;運転準備完了

5) 入力に号選択押釦（操作卓）

a) 規則波／不規則波

b) 発信器／磁気テープ／紙テープ

6) 起動・停止モード選択＊（操作卓）

a) 緩起動／急速起動

b) 緩停止／急速停止

C) 緩起動・停止時間設定； 1.5~30秒

7) 中位点調整（操作卓） ；プランジャ上下動中、l,Ii、

8) 波高設定（操作卓）；較正曲線（波高～設定ダ

イヤル／波長）

9) 起動準備完了点灯確認（操作卓）

10)起動押卸 ON （操作卓または曳引車）；造波開

始，プランジャ上下動ストロークが設定値に達す

れば，‘‘定常運転’'点灯

11)停止押卸ON（保作卓または曳引車）；辿波停止

12)非常停止押釦 ON（操作卓）；上回路這源切

13) NFB（制仰盤内） OFF;操作回路切，電源切

この他，プランジャの中立位罹を大きく外れた位置

で造波を行う場合には， 11llj仰盤内の‘‘非中立可’'スイ

ッチを ONにし， また， プランジャを手動操作する

＊特殊な場合を除き，急速起動・停止は用いない方

がよい。

際には，採什Ih上の ‘‘J・動操作’'押卸を ON

ばよい。

9.4 紙テープ読込装置

とすれ

本造波装翫の入力｛日号発生装置としては，削述のよ

うに低周波発信器，磁気テープ砒込装砒（データレコ

ーダ）および紙テープ読込装侃の 3形式が備えられて

いるが，この中，入力に号源として紙テープを川いる

形式は余り類例の無いものと思われる。

紙テープ読込装罹は，イ「｛号源として別途穿孔された

標準 8単位の紙テープを用い，紙テープ上の情報を編

集して直流霞圧信号に変換する機能を打し，規則波，

不規則波，複合波およびイソパルス波等任意の形式の

造波命令偏号発生器として使用することができる。紙

テープは，欠点もあるが磁気テープに比して取扱い，

保守が容易であり，電算機により算出した造波プログ

ラムをそのまま利用できること，規則波，複合波等に

対してはエンドレステープの使用が可能であることな

ど利点も多い。

本装置は， 紙テープ読坂機（富士通製 R208), 1,-f 

号処理部および電源部から構成される。その概略を図

-9.3に示す。紙テープ上の数値は 0~999の符号なし

;, t序
、9 止

トア信J: ; 
図ー9.3 紙テープ砒込公直
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整数で，データ間の区切りマークとして‘‘,”を入れ

たものである。英字 ‘‘Z’'は造波停止命令符号となっ

ている。

9.5 造波特性

浅水時の造波機能を考慮したことと，造波特性が比

校的波の岨度の低い領域で最良となるよう設計したこ

ともあって，波長・波高比入/CwS:20では，贔次の）刈

波数成分が認められる。

低周波発信器出力 10V (15, 10, 5 Vの 3段切換）の

標準時の較正曲線を図ー9.4に示す。また，プラソジ

ャ・ストロークの上限値に相当する波高設定ダイヤル

上限値を図-9.5に示す。上限値は，電気的あるいは

10.1 計画

集本社測機器として， ‘I'水叫葵型試験用計測装罹の

成計製作を行った。本水槽の機能が多目的利用を建前

として設計されていることを考慮し，計測機器につい

ても汎用性に心掛け，高い精度と長期にわたる安定性

の実現に留意した。また，計測量全菫をディジタル化

することは避け，計量最終段はアナログ量とし，変動

凪計測が可能となるよう設計した。設計に際しては特

に次の点を考慮した。

(1) 計測機器の表示記録は，できうる限り共用の

表示記録装置により処理されること。

(2) 機器出力の規格化，統一

(3) 取扱いの簡易さ

(4) 計測時間が十分でないこともぢえられるの

で，動力計等のI心答性が良好であること。

(5) 浅水時にも計測機器の操作に支降のないよ

ぅ，迫隔操作が可能であること。

(6) 模型船寸法は長さ 5mを標準とする。

(7) 小型，軽量

(8) 保守の容易さ

10.2 計器の概要

設計製作された計測機器の上なるものについて，そ

の主要目等を表-10.1に示す。

10.2.1 抵抗動力計

抵抗動力社は犬秤式であって，カウンクウェイトを

リードスクリュで送錘する方式となっている。最大容

量を 10kgとして，その間を 20分割し 0.5kg ごと

機械的な限界に加えて発生した波の安定性，歪みなど にカウソタウェイトを設定しうるステップ式送錘機構

を考慮して定めた。短波長領域の造波性能は，プラン を採用している。また，その間の秤鼠は天秤に取付け

ジャ吃水を標準水位より浅く設定すれば若干改良され られたスプリングの変位を差動トラソスで検出し，ァ

る。造波時の模様を写真ー9.3に示す。 ナログ軍圧として販出す。ダンパーは油式で制動凪nJ

21,0 
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写真ー9.3 造波例

10. 計測装置
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表—10.1 計測機器と主要目

機器名称
1 数鼠 I

容 鼠
I 

喫 目

i 

10 kg 精天勅正力杵土式1加，隔最V操大装ス（テ士5ッ00プg式,送相錘当機），構昇(降0.5スkgトロスーテクッ1プ()()()），mm偏差電出

I抵抗動力--計
1台

度抵（遠付： 作容阻付星可）の(30士k0g.)1%以下， 油式クジ 摩掠修1950 x 700 x 2380 mm 

＇ 

ト ルク 0.3kg•m 
天秤式／最駆，槙0大動.ト界5容電ルk方g品動ク/式s機の；, 駆動モーク反力方式， 7,ラスト； ペルクランク

白航 動 力 叶 1台 スラスト 10 kg 
精錘｝」度速式： 士 0.k1lg%k•mW以/s下)，， ステップ式送げ錘機構 （送

回転数 30rps 
度 0.02 スラスト逃 ；ベローズ

出力

トルク 5 kg•cm 
ストレkントgゲ,300ー全%ジfie槻），3，マルチダル短イクIl!9ヤ）阻／ル11過2方0負式（荷ス（総(盤方式可Q500），型%屯プ, 

小型自航動力註 1台 スラスト 3 kg 鼠 2.5 62mm, トルク） 
スラス 3 240 (ト ラスト

回転数 55rps リッヂ
ー..

トルク 1.5kg•m 
精天1.士5秤度20k式g：m ) ， 差動トランス分（トルク 0.075kg•m, スラスト

プロペラ単独動力註 1.L1-、1 スラスト 30 kg 
定A格(l値owの)0.1%，アナログ出力：士5V (high); 

回転数 40rps 

l、J土IL 速 計 1台 0.1~6.0 m/s 精炭度屯型， ディジタル計表数示時，間 アナログ記録可 (max. 5 V), 
土0.5mm/s, 1 s 

....  -『▼・・ _『

トリム計付ガイド 1式 トリム土50mm ボテンショメータ方式，昇降ストローク 800mm (5 mm/s) 
電動

| 

ク ラ ン／ プ 1台 水平荷重 500kg ブレーキモータ方式，ハサミ型（方向可変），昇降ストロー
ク 700mm

ディジタルプリンタ 18桁 X2，ディジタルボルトメータ
叶測補助装闇 1式 土5.000mVx6, ユニバーサルカウンタc1h,註c測h指 )令悶（ク

イマー内蔵），ペンレコーダ（平衡朋 4 , 2 

変である。操作部には，カウンタウェイトの表示装散，

足動トランス増輻器，動力計昇降川押ボクン等が配散

されている。昇降ストロークは 1m, 対象模咆船爪斌

は最大 2tonである。 アナログイパり出力は 0～士lV

(0～土500g相当），出カインピーダンス lOkQ以下で

ある。本装置には，摩擦修正贋付加装置：が付隅されて

おり，屯錘付加用のプーリを利用して模型船と曳引車

との相対位置を検出し記録しうるように工夫されてい

る。本装償の概観を写真ー10.1に示す。

写真—10.1 抵抗動力叶

10.2.2 自航動力計

臼航動力叶は，本体駆動部，叶闘部および操作装岡

からなる。動力叶l:：軸にスラスト逃げを設け，スラス

トは｝：軸よりユニバーサルジョイントを介してベアリ

ングにより支持されたスライド軸に伝逹され，スラス

ト検出金具，ベルクラソクを経て計菫拝の重点に伝え

られ計測される。 トルク計測の原理は，直流モータの

ロータとステータに界磁を与えロータ軸に回転力を与

えた時，ロータ軸が等速回転を行っている場合にはロ

ータ軸への外力，すなわち，プロペラにかかるトルク

のみがスアークヘの反力としてfl}廿することを利川し

(349) 
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たもので，ステータに与えられたトルクをステータ 機は，固有振動数が低く，プロペラ 1回転中のスラス

に取付けられたトルクアームを介し吊棒，槙枠を経て 卜あるいはトルク変動量の計測には適していない。そ

計量拝の電点に伝え計測する。プロペラ回転数の計測 の概観を写真ー10.3に示す。

としては，電磁式ピックアップにより軸 1回転につき 10.2.4 プロペラ単独動力計

100バルスを発信しこれをカウンタにより計数する。 天秤式であるが，前述の自航動力計と異なる点は，

カウソタウェイトは抵抗動力計と同様に，リードスク トルク検出にベベルギャ方式を採っていることであ

リュで送錘され，またスプリングの変位量を差動トラ る。すなわち，プロペラ軸に生ずるトルクはベベルギ

ンスで検出する。ダンバは油式で制動量可変である。 ャを介してトルクレバに伝えられ， トルクレバは軸受

スプリソグ計量はスラスト士500g, トルク 0.02kg•m を支点とし連結リンクを介して計最枠を傾斜させる。

である。駆動直流電動機出力は lkWである。本装置 この計量拝の傾斜に対応して天秤他端のカウンタウェ

の概観を写真ー10.2に示す。 イトとスプリングの変位とによって天秤はほぼ平衡状

写真ー10.2 自航動力叶

10.2.3 小型自航動力計

軽量， コンパクトなストレンゲージ式自航動力計で

動力計本体，動歪計および雰バランサからなる。動力

計木体は屯量約 2.5kg,全長 362mmの外部駆動機型

であり，プロペラ回転数の検出部は含まれない。較正

は，静的較正法による。スラストおよびトルクについ

ては，定格容醤 3kgおよび 5kg,cmに対して，短時

間過負荷 300％および 500%がそれぞれ許容される。

主軸の高さは本体底面より 30mmである。なお，木

写真ー10.3 小型自航動力計

(350) 

態となるが，その残差の微小傾角は差動トランスの出

力として検出される。スラストおよび回転数検出機構

は自航動力計と同様である。ただし，カウンタウェイ

トは全て手動操作であり，天秤ロックの開閉，計量指

示等には専用の電気計測部が用意されている。駆動電

動機出力は， 3.7kW,供試プロペラ直径は 200mmを

標準とする。概観を写真ー10.4に示す。

写真ー10.4 プロペラ単独動力計

10.2.5 流速計

プロペラの遊転回転数をプロペラ軸に設けた歯車と

無接触方式の高周波発振機構を利用して電気パルスと

して検出し，予め較正された回転数対流速較正曲線よ

り流速を求める。回転数は通常，ディジタルカウンタ

を介しプリンタに印字されるが， D-A変換器が内蔵さ

れ流速変動のアナログ記録が可能である。

10.2.6 その他の計測器

トリム計付ガイドは，小型，軽菫であること，およ

び細部に工夫改良を加えた外は， 400m試験水槽常用

のトリム計と変るところはない。計測補助装置は，本

水槽独特のものであり，様々の計測機器の出カレベル

をでき得る限り統一し，これを 1つの装置を以って表

示記録するための装置で，ディジタルボルトメータ，



写真ー10.5 トリム計付ガイド

写真—10.6 計測補助装償

写真ー10.7 クランプ

プリンタおよびクロックパルス発生器からなる。 トリ

ム計付ガイドを写真ー10.5に，計測補助装置を写真ー

10.6に，またクランプを写真ー10.7に示す。

11. 計算設備

水槽建設の計画時には，中刑試験水槽の稼動によっ
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て，推進性能部に関連した研究では，約 8割の水槽試

験データの増加を予測していた。このため 400m水槽

で使用していた既設の TOSBAC3300B型電子計算機

(8kW) によるオンラインのデータ処理装置は容鼠，

速度ともに十分でないため，計算機本体を TOSBAC

3400-30型電子計算機 (16kW)に交換し，周辺諸装

置を補強した。一方，本工事に関連して 400m水糟曳

引屯からのオンラインのデータ伝送装置を廃止した

が，これは旧データ処理装置が計画時には最高のもの

であった 1,600bits/sec（約 100データ／秒）の伝送速

度も近年の実験の要求に合わないことと，最近は小型

の計算機の発達によって，計算機の曳引車塔載が容易

になったこと等によっている。

また近年は，船型試験水槽の実験が質的に変化して

いることもデータ処理装置の計画に関して見逃すこと

ができない。すなわち，以前は大型水槽の任務は多数

の模型船について日常化した抵抗，自航試験の実施が

主なものであり， このため digitalデータの処理と実

験準備の計算が多かったが，近年は，模型船の隻数が

少なくなった—一方，抵抗成分の分離計澗，船体周りの

流れを調べる等，大鼠の analogデータの処理が中心

になりつつある。この見地からも analogデータを重

視した改造を行ったことは適切であった。 analogデー

クの処理は，磁気テープ方式の analogdata recorder 

に水椿で生データを記録し， DATAC 2000A朋デー

タ集録装懺を介して計算処理する方式としている。

主要な機器の構成を図ー11.1に示す。

TOSBAC-3400 
モデル 30
CPU 

氏千7.“ん孔衷置．

笠千7・詑取屎置

三王オ7ラ4ン14アライタ袋置 ， 
r--

I 五 m-7・条豆

図ー11.1 水槽用データ処児装償構成図
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12. 結 ロ

以上，述べてきたように本水槽は数多くの特徴を備

えており，中型試験水槽としては世界の中でも有数の

ものと考えられる。

本水槽を建設するに当たっては，広く各方面から絶

大な協力を賜ったが，特に，東京，大阪，広島，九州

の各大学および二菱重工（株）長崎研究所，石川島播

磨重工（株）技術研究所の方々に厚くお礼を申し上げ

ます。また，水槽および建屋の設計建設監督に当たら

れた建設省関東地方建設局の方々，建設にご指導ご鞭

撻をいただいた船舶技術研究所大江，木堂前所長，山

内現所長をはじめ所内外の方々に深く洲意を表しま

す。なお，本水槽の主要な工事を担当していただいた

次の各社の方々にも厚く感湖いたします。

水槽および建屋：大木建設（株）， タツヲ遁機（株）

日建設備（株）

曳引車，送風台車，レール

側面消波装置， トロリー：住友重機械工業（株）

曳引車制御装置： （株）明電舎

送風機：（株）日立製作所
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造波装置： （株）安川電機製作所

計測装置：大和製衡（株） 電子工業（株）

計算装置：東京芝浦電気（株）

岩崎通信機（株）
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（附録）工事記録写真

写真 A-1 堀削と杭

-• ●●",＇ -l  9•一-■999 7 

写真 A-3 側壁配筋，南端部非常制動等の基礎

写真 A-5 造波機埜礎（水槽由端

の壁を外側から見る）

写真 A-2 底盤と側壁酋じ筋

写真 A-4 主水槽（北側より）

写真 A-6 底盤『］ロード・セル
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写真 A-7 建屋基礎杭 写真 A-8 建屋基礎

写真 A-9 トリミング・タンク基礎 写真 A-10 水槽場建屋外壁

写真 A-11 底盤仕上げ 写真 A-12 レール基礎
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正面玄関

実験準備場内部
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街，江面剛 北立面図

三鷹第 3船舶試験水槽完成図


